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一般財団法人京都大学名誉教授 

森下正明研究記念財団研究紀要の発行にあたりご挨拶 

 

 

一般財団法人 

京都大学名誉教授森下正明研究記念財団  

代表理事    丸山政行 

 

 

研究紀要の発行にあたり、ご投稿いただいた方々、また審査・編集をご担当いただいた方々に

深く御礼を申し上げます。2008 年に、森下正明の業績を記念して記念館を居宅跡に創設した後、

2014 年にご協力いただきました方々のお力を借り一般財団法人化にこぎ着けました。この財団

は森下正明の生前の研究活動、教育活動の業績を後世に残すため運営をしております。  

森下の研究分野は生態学、とりわけ個体群生学でしたが、今回は観光学の研究紀要となってい

ます。分野は違うのですが、森下の研究精神を引き継ぐのが目的です。森下は 1978 年に発行さ

れた論文集の巻頭に以下のような文章を残しています。「すでに日は暮れかけているのに私の歩

かなければならない道の先は，まだまだはるか彼方にかすんでいる。今から果してどこまで辿れ

るか判らないけれども，足もとの明るいうちはせめて 1 歩でも 2 歩でも前へ進むことをやめずに

いたいと考えているのである。それは学生時代の私に科学精神の何たるかをしらずしらずの間に

教えて下さったその頃の指導教授の湯浅八郎先生や，未熟の私を常に温く導き心の支えにもなっ

て頂いた今西錦司博士をはじめ多くの先輩友人の方々の御厚意にこたえるための，私にできるた

だ一つの生き方だからである。」その後も研究を続けている。  

九州大学名誉教授の小野勇一先生は「『種多様性指数備に対するサンプルの大きさの影響』とし

て日本生態学会誌第四六巻(1996)に掲載された｡ ときに先生は 83 歳であった｡原著論文を公表

した学会始まって以来の最長老であると思う｡うたいへん少なく､話題自体もホットでないせいか

その後あまり引用あるいは再検討された論文はしらない｡」と語っている。この研究精神を継承し

ていくのが、研究の分野が違っても研究者として選ぶ道であると考えであると考えています。  

 この研究紀要が、観光学、経営学分野において世界に向けて大きく発信できるよう、発展に努

力したいと思います。皆様方の変わらぬご支援を賜りますようお願い申し上げます。  
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森下正明のプロフィール 

 

 

森下 正明（もりした・まさあき） 

 1913 年 1 月 27 日 - 1997 年 2 月 25 日 

京都大学名誉教授 

理学博士 (京都大学 1950 年 11 月 4 日・学位記番号 372) 

生態学者・探検家 

個体群生態学の建設者 

勲三等旭日中綬章・正四位 

 

 

世界的な生態学者であり、個体群生態学の発展期に動物個体群生態学を牽引した。同じく京都

大学の内田俊郎が室内実験的研究を得意としたのに対して、森下正明は主として統計学を駆使し

て野外研究のデータを数理解析する手法によっており、この分野で独創的な貢献をした。 生態学

分野では理論的な研究すすめたが、本来野外で生きものを観察することが大好きなナチュラリス

トで、今西錦司、吉良竜夫、梅棹忠夫らと共に卓越した探検家でもあった。  

ファーブルの昆虫記に魅せられ昆虫の研究を志された森下正明は、第二次世界大戦中の困難な時

代にあっても 1939 年から 1942 年にかけて内モンゴル、ポナペ島、そして大興安嶺探検に参加し

た。この様子は日本経済新聞の『私の履歴書』で今西錦司が 1973 年１月、梅棹忠夫が 1996 年 1

月にそれぞれが執筆し森下正明の活躍を残した。 一方、教諭を務めた京都府立鴨沂高等学校で生

物研究会の顧問として指導にあたった。そのクラブ員には、日下部有信大谷大学名誉教授、辻英

夫京都大学名誉教授、川那部浩哉京都大学名誉教授(滋賀県立琵琶湖博物館名誉学芸員、前館長)

などがいた。また九州大学と京都大学で育てた弟子の多くが、昭和末期から平成にかけて日本の

動物生態学の指導的な地位につくことになった。日本生態学会全国委員同編集委員・同学会九州

地区及び近畿地区会長，個体群生態学会会長を歴任。また京都府文化財専門委員，京都市公害対

策審議会委員なども歴任した。九州大学時代以降は統計生態学の理論研究が主たる業績となった

こともあり、 個体群生態学の日本の生態学者の多くにとっては数理的な解析を得意とする理論

派として記憶されているが、本人はアリの自然史的な研究を生涯愛し、晩年公的な地位を退いて

からも、日本蟻類研究会を活動の舞台としてアリの研究を続けた。この方面では日本産のアリの

いくつかの新種記載に際して、森下正明に敬意を表した献名が行われている。  
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九州大学時代の森下先生の思い出 

 

 

九州大学名誉教授・九州大学博士(理学)  

小野 勇一 

 

 

京都大学では先生も先輩もすべて「さん」づけである。京都から九州大学に森下助教授が赴任し

て直後からしばらくの間は森下さんにつれられてしばしば京都大学に行き、同大の学生と共にセ

ミナーを受けることが多かったが、その際に私たちが「森下先生」とよぶと、向こうの学生たち

から笑われた。学の先達という意味からは「さん」でいいのだ、と言うわけである。心理的に上

長や先達を先生とよぶ風習にあった九州のわれわれとしては何とも消化不良の呼び方に感じられ

た。「さん」と呼ぶか「先生」と呼ぶかというのは日本の社会的な習慣であり、どちらでもよいよ

うな感もあるが、私にとっては学問的に人生経験の豊かさにおいてもまさに「先生」であり、何

の衒いもなく「森下先生」であった。  

もっとも、だんだん年を経てこちらも多少は人生経験をつんでくると、ときには「森下さん」と

呼びかけることもあり、仲間うちではもっぱら「さん」づけであった。  

以下の文章ではその場その場で適宜使い分けることにする。  

 

１．アリジゴクのこと 

九大に赴任した当時（昭和２７年）はまだ４０台ぎりぎりで才気煥発の森下さんであった。私も

昭和 25 年九州大学入学であるので、三年生で講座配属の直前であった（当時の九大理学部生物

学科では３年後半から自分の希望の講座に出入りし、適否を自己診断して、4 年生から卒論のた

めの講座を決めるという制度であった）。その頃「生物の行動を測り出す」という言葉を森下先生

からよく聞かされたものである。私はその「測る」という言葉の新鮮さにつられて講座入りをき

めた。 

赴任当時の森下さんは「ヒメアメンボ」の学位論文が高い評価を受け、「生物から見た環境評価」

という考えを理論的に一般化しようという意欲に燃えていたように思う。これらの考え方は森下

正明生態学論集（第一巻）の序文からも読み取れる。  

九大で森下さんが最初に始められたのはアリジゴクの巣の分布様式と砂にたいする嗜好性の研

究であった（もっとも、その研究は京都で療養中にもすでに着想があったようで上記アドレスの

中の大谷有信さんのメッセージにも述べられている）。  

私たち３，４年の学生は実験の見習いとしてアリジゴク集めをさせられた。周知のようにアリ

ジゴクは昔風の墓地の砂地や砂海岸松林の倒木のや、傾いた幹の下側などにすり鉢状の巣を作っ

て潜んでいる。それを求めて箱崎の周辺はおろか遠く西新や姪浜までチンチン電車で出向いた（な

ぜか博多の西の方ばかりで東の方の記憶が無い。香椎以遠はササで覆われていたためであろう）。 

採集はピンセットと小さな管ビンをボール箱に詰めたものが道具である。管ビンは径 1センチ、

高さ３センチで採集時に砂を少々とアリジゴクを１匹だけ入れる。数匹一緒にすると共食いをす

る。幾人かの組が同時に出かけて研究室に持ち帰る。先生に成果を渡すと、先生はそれをあらか

じめ砂を敷いた広い箱の中にぶちまける。このときのぶちまけ方は先生流のやり方であり、学生
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にはさせなかった。そのわけは後にアリジゴクの分布と関連したことであることが後に分かった。 

アリジゴクはご存じのようにウスバカゲロウの幼虫である。砂地にスリバチ状の穴を掘り、地

上を徘徊するアリやその他の昆虫類をなかに落として捕食する。穴に落ちたアリなどはスリバチ

を這い上ろうとするが砂が崩れて上れない。ジゴクの方も大顎を振り回して砂を餌動物にかけて

落とそうとする。落ちてきた餌は大顎に挟んで砂の中に引きずりこむ。この大顎から消化液を餌

の体内に注入し、消化した組織液を餌として吸引する（体外消化）。従ってアリジゴクは蛹化する

まで糞をしない。 

森下さんは馬場金次郎さんの著書などで得た知識をもとに九大前の喫茶店（店名プランタン、

通称門前屋）で時間を忘れてこれらのアリジゴクなどの蘊蓄をかたむけられ、同時に夢を語られ

たが、それを書くと長くなるので割愛する。  

こうして得たアリジゴクを森下式実験に供するわけである。実験用の砂を入れる箱は上等の菓

子を入れるへぎ折りの薄板（大谷記事参照）であり、実験目的に応じた大きさにこれを折り曲げ、

角を小釘やホッチキスで留めてあった。当時の研究室にはところ狭しとへぎ折りの箱が積み上げ

られていた。その隙間に砂の山があり、学生たちがその砂を粗い、中間、細かいの三段階に篩い

分けていた。まわり中が砂埃で、当時助手をしていた K さん（かれは森下さんの仕事には一切手

を出さなかったし、興味も無かったようである）はきたないきたないと言って自室の扉を恒に固

く閉ざしていた。 

「環境密度論」（環境評価論ともよぶが、生物の目でみた環境の好悪をその行動を通じて人間が

測り出す、という意味である。近年の環境影響評価とごっちゃにされないことを望む）はこのア

リジゴクの実験によることは先生の論文を参照されたい。  

森下さんの個体の分布論はヒメアメンボに端を発し、アリジゴクで動物の実態を知り、それら

を元に理論的展開をしたのである。  

 

２）「天然」のランダム分布  

サイコロを何回もころがして、各回毎に出た目を記録する。その数字を書き並べたものがラン

ダム数列である。現在では計算機にランダム計算法が組み込まれているので乱数と入力すれば、

即、乱数が発生する（但し、これは疑似乱数）。森下先生はアリジゴクの研究以来生物個体群の分

布様式の解析を目指した。 

生物個体群の分布様式（分散様式）を研究する場合、個体の分布図を作るか、野外で直接に方形

枠を紐などで引いて、方形区当たりの個体数を数えて、分布の型を調べるのが普通である。

Morisita の IΔなどはたいへん広く使用されている。これから紹介しようという話は IΔなどが開

発されるまでの最初のステップにかかわる逸話である。  

野外個体群を対象にしている研究者はたいてい知っているが、自然界では生物個体は普通は集

中（かたまり）分布をしている。個体分布を方形区で区切って、枠内個体数を数える場合に集中

（塊）と枠の直線とが交差することが多い。すると集中は分断されて本来の集中（塊）の大きさ

がうまく計算に反映されない。  

森下さんは分布の解析を思考して、最初にぶっつかった課題がこれである。その解決の為に個

体と個体の間隔を測定して分布形を判定すれば、集中（塊）はそのまま分布形の計算に反映でき

ることになる。 

この着想の見事さははじめは何となく理解していたが、私も年齢を重ねるにつれてますますス

ゴイと思うようになった。１９９４年の国際生態学会で与えられた Distinguished Statistical 
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Ecologist Award は後の IΔもさることながらこの着想が評価されたものと私は思っている。  

個体の分布が集中的になっているか、あるいは逆にできるだけ互いに相離れた状態になっている

か（これを一様型または分散型などとよぶ）、を判断する基準になるのはランダム分布である。計

算機で取り出した乱数を二次元で表せばそれがランダム分布である。しかし、当時は北川敏男著

「丸善七桁乱数表」以外にランダムの手がかりがなかった。はじめはこの乱数表からグラフ用紙

に点を打っていたが数百（面積当たりの密度を変えたりすると数千）の数字を打つのはとても労

力がかかった。いまでは丸善乱数表などは古書でも無いのでは、と思うが、この数値表は A４に

乱数発生の数式で計算された７桁の数字が７掛け７づつ、びっしりと当時の９ポイント活字で印

刷されていた。 

あまりに労力がかかるので何か自然界で乱数分布をしているものはないか、これも門前屋での

大きな話題であった。雨は天から降ってきた互いにぶっつかるので地面に落ちてくるときにはラ

ンダムになるのではないか？こんなことも話題にあがった。森下さんは「調べてみよう」と早速

にのってきた。 

無風で霧雨が最も望ましい雨だということになった。薄板に白地のケント紙を貼ったものが数

枚用意された。曇りの日は朝から研究室につめて雨が降るのをまつ毎日がつづいた。しとしとと

降ってきた。理学部玄関前には白い板をもった学生たちが待機していた。ストップウオッチをも

った森下さんが「用意」号令をかける。学生たちは板を白い面を下にする。「走れ」という声でそ

れぞれかってな方向で開けた場所にゆき待機する。「測定」の声で板をひっくり返す。確か５秒だ

ったとおもうが、「止め」の声で再びひっくり返し、大急ぎで研究室に走りかえり、ものも言わず

にエンピツで雨滴に×印をつけてゆく。たしか二人一枚で作ったように記憶している。  

こうしてできたのが雨滴図（pdf 図）である。この図は既に森下さんが計算に使用したので、点

の間に線が多数引いてあるが、オリジナルは薄板に貼り付けたグラフ用紙である。３００あまり

の×印が打ってあった。 

同じく pdf に計算過程の森下オリジナルを添付してある。これがいわゆる間隔法と称される計

算法で、方形区に代わり個体の間隔を直接にはかり、その頻度分布表とランダム分布のそれと比

較する。もしランダムよりも分布表のグラフが有意に右にずれておればその個体群は集中的分布

をしており、左ならば一様的分布と判定される（一様的とは個体ができるだけ互いに相離れるよ

うに分布する傾向である）。 

図を見て頂くと、森下さんは個体間の一番近い間隔を測定することを基本として（最小間隔）、

二番目、三番目の間隔も測定して分布形を判定する方法なども考案している（詳しいことは文献

欄を参照されたい）。 

  

 

※ 本 稿 は 一 般 財 団 法 人 京 都 大 学 名 誉 教 授 森 下 正 明 研 究 記 念 財 団 の ホ ー ム ペ ー ジ
（http://www.morisita.or.jp/message/ono2.html）より転載したものであり、文中の図については
省略している。小野勇一先生は九州大学名誉教授、日本生態学会元会長を務められ、当財団設立
時より最高顧問にご就任いただいていたが、2015 年 7 月 20 日に逝去された。 
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Preface 

 

 

Che-Jen Su 

Professor of Restaurant, Hotel and Institutional Management 

Fu Jen Catholic University 

Taipei, Taiwan 

 

It has been generally agreed that tourism, hospitality, and leisure industries are sectors which are high in 

mutual development and call for integration. In this sense, how to build a permanent network to link researchers 

from these disciplines so that innovative collaborations will emerge is a critical and urgent issue for us to address. 

These opportunities are accompanied by a variety of challenges such as how to develop commonly acceptable 

principles that demonstrate the shared values of cross-cultural or interdisciplinary studies in Japan. Obviously, the 

Journal of Morisita Memorial Research is planned and edited to serve as a platform which elaborates diverse 

facets of Japan’s regions in terms of their featured cultures, industries, and tourist destinations.  

 

I would like to congratulate everyone who has been contributing his or her expertise and energy to make the 

inaugural issue of the Journal of Morisita Memorial Research a great success. It’s an exciting time for us as this 

journal is for all of us to found a solid network which connects researchers who are dedicating themselves to 

Japan’s tourism studies. We will continue to meet and bring inspired people together in forums like this, to ensure 

our network remains at the cutting edge. 

 

Meanwhile, I would like to express sincere appreciation to the Board Chairman of the Morisita Memorial 

Research Foundation, Professor Masayuki Maruyama, for his efforts in founding and planning this journal which 

strengthens my involvement with tourism research in Japan. My deepest gratitude extends to Dr. Koji Kobayashi, 

Dr. Yuichi Hirooka, Dr. Sang Jun Kim, Dr. Hirofumi Miyagi, Dr. Tadayuki Hara, Dr. Masashi Chikahiro, Mr. 

Naohisa Kakutani, Mr. Hiroyuki Sumita, Mr. Yuji Kondo, Mr. Shigehiro Taniguchi, Ms. Karen Nishioka, Mr. 

Masaki Toyama, and Mr. Tomonori Oshima, for their scholarly contribution in helping us to fulfil the journal’s 

mission of disseminating visionary and proactive viewpoints of Japan’s tourism. 

 

Finally, I would like to invite all who are interested in tourism studies in Japan to join this grand network. I 

was convinced that the best part of the world lies in the future, not in the past. 

 

About Che-Jen SU, Ph.D 

Che-Jen Su holds a Ph.D. in Business Administration from National Taipei University, Taiwan. He is Professor of Restaurant, 

Hotel and Institutional Management, Fu Jen Catholic University, Taipei Taiwan. Meanwhile, he is Associate Editor of 

Service Business: An International Journal , Regional Editor of the Journal of Global Business and Technology , and 

Associate Editor of the European Journal of Tourism, Hospitality and Recreation . Professor Su’s international titles 

include Vice President of the Euro-Asian Tourism Studies Association, Professor of Hanyang University (Seoul, 

South Korea), Chair Researcher of Morishita Memorial & Research Foundation (Kyoto, Japan), Fulbright Senior Researcher of 

the State University of New York (Old Westbury, NY, USA), Visiting S cholar of the University of Burgundy (Dijon, 

France), Visiting Scholar of Wakayama University (Wakayama, Japan), Visiting Scholar of Korea Culture and Tourism 

Institute (Seoul, South Korea), and Visiting Scholar of the City University of Hong Kong (Hong Ko ng, China). His 

research interests are interpersonal influence in tourist contexts, international tourism management, and cross-cultural tourist 

behavior. 

 

Department of Restaurant, Hotel and Institutional Management , Fu Jen Catholic University 

510, Chung Cheng Rd., Hsinchuang, New Taipei City, 24205, Taiwan  

C.P.: +886-917-600118, Tel: +886-2-2905-2154, Fax: +886-2-2906-3832 

E-mail: 040084@mail.fju.edu.tw 
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【 論 文 】 

旅行に際しての安全意識に関する研究 

－台湾の国内旅行における団体パッケージツアーの事例－ 

Travel Safety Perception of Taiwanese Domestic Group Package Tour Tourists 

 

藍 宜芳（Lan Yifang） 

【要  旨】 

本研究は台湾の国内旅行客の安全意識を探ることを目的に，団体パッケージツアーに参加する20歳以上の旅行客を対象として調

査を行った。調査では，調査紙によるサンプリング法を用い，調査対象者数1000に対し，有効な回答数890をサンプルとして

SPSS(ver.12.0)で分析を行った。その結果，旅行客の安全意識は「旅行環境」，「救難救助」，「医療衛生」，「治安と法秩序」4つの因

子に分類ができ，それぞれの因子間には深い関連性が見られ，対象者の年齢，職業，学歴等による差異は顕著に認められたが，性

別と旅行回数による差異はみられなかった。本研究の成果は，関係する公的機関や今後の研究の参考として役立てることができる

だろう。 

 
Keywords：台湾国内旅行、旅行安全意識、団体パッケージツアー 

 

目  次 

Ⅰ．研究の背景と課題 

Ⅱ．既存研究レビュー 

Ⅲ．アンケート調査表 

 

Ⅳ．考察 

Ⅴ．考察結果 

Ⅵ．今後の課題 

Ⅰ．研究の背景と課題 

今日の観光産業は，全世界でも注目される産業になりつつある。台湾政府は，観光消費を増やし，地域活性化

に繋がる観光政策1を打ち出し，観光産業を推進してきた。そのことから，2014年には台湾への国際旅行者数が

9,910,204人まで増加している。その中で中国本土からの中国人は，台湾の最大の市場となっている。さらに，

2014年台湾人の国内旅行数は1億5626万回数に増加した(台湾観光局，2015)。このように観光産業は，著しく

発展してきている。 

図1 2004年~2014年台湾人の国内旅行者回数の変化 

                     単位：千回数 

 

 

 

 

出所：台湾観光局(2015年) 

 

しかし，著しく増加した旅行者数は観光環境に対して極めて大きな影響を及ぼすことになり，旅行の安全に関す

る問題は特に懸念される(WEF, 2011)。観光をめぐってさまざまな問題が顕在化してきた。例えば，旅行の安全が

                                                 
 和歌山大学大学院観光学研究科研究生Wakayama University/Graduate School of Tourism /research student 
1 台湾観光局・観光政策「観光大国行動方案」(2015年-2018年)。 
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問題になった例にとして，2003年SARSの発生2，2004年九份バス転落事故3，2006年梅嶺のバス転落事故4，2009

年八八水害5，2011年阿里山の列車横転事故6，2012年新竹県でのバス転落事故7がある。旅行安全において災害の

発生の要因は天災だけではなく，旅行環境，交通事故，食の安全，観光政策などの人為的な要因もある。さらに，

台湾が亜熱帯の気候区であり，山が雄大で，四方は海に囲まれている。しかし，豊富な自然には危険も多く内包し

ている。そのため成長する観光産業の対応にも課題が出る。つまり「旅行の安全」は観光が発展する中で現在直面

する重要な問題と言える。 

 また，観光事業が急速に発展する際，「旅行の安全」は考慮されるべきである。しかし，台湾へ訪れる外国人観光

客の中でも大部分を占める中国本土からの旅行者は，台湾での旅行中に頻繁に事故に遭遇している。このことから

旅行者に対する安全対策が早急に求められている。観光事業が急速に発展してきたが，安全問題はあまり省みられ

なかった。観光問題は観光産業にとって大きく影響していることを見逃すことができない(WTO, 2012)。  

さらに，台湾の国内旅行における団体パッケージツアーの旅行者に対する安全意識に関する研究は，特に旅行に

かかる安全教育と個々のサービス提供機関についての研究を除いて，まだ少ないのが現状である。以上のことから

台湾の全体の観光環境に注目しながら，その中でも国内旅行における団体パッケージツアーの旅行者の観点から，

「旅行の安全」に関する重要な問題を検討する。 

 

Ⅱ．既存研究レビュー 

研究を進めて行くにあたり参考にした既存の研究について概観する。まず，知覚リスクと旅行の概念について

議論を行い，その後台湾において旅行安全について研究を分類し，実証研究を基に考察していく。 

 

１．知覚リスクと旅行 

知覚リスクとは「消費者が商品を購買し，消費，使用する際に主観的に感じる何らかの危険」を言う(青木，

2005)。知覚リスクは商品に対して十分な知識を保有していないことが原因で，起こりうる結果(危険度)と商品の

不確実性(危険が発生する確率)という二つのことにより発生する(Cox, 1967; Cox and Rich, 1964;Dowling and 

Staelin, 1994)。 

 Tsaur et al.,(1997)は，旅行の安全とは「団体旅行者が旅の途中と目的地に滞在する際，不確定な事が起こる可

                                                 
2 2003年台湾で新型肺炎SARS(重症急性呼吸器症候群)の発生で，686人が感染の恐れ，84人が死亡。国内，海外の観光客が減少し，

経済に大きな影響を与えた。 
3 2004年10月18日，台湾新北市の観光地の九份で，観光バスが崖から転落し，香港人観光客5人が死亡，33人が負傷した。 
4 2006年12月3日，台湾台南市の楠西区の梅嶺山谷で午後，バスのブレーキの故障で，梅嶺山から降りる途中に観光バスが転覆し，

20メートルほど下の谷に転落した。22人が死亡し，21人が重傷を負った。過去20年来，死傷者が最も多い交通事故である。 
5 2009年8月8日，台湾南部で起こった大規模水害である。台風第8号がもたらした豪雨により，死者681人，行方不明18人などの

被害が出た。高雄県小林村(現小林里)では，付近の山の崩壊による土石流で川沿いの集落の大部分が流され，天然ダムが発生，決壊し

て，結局集落全体が壊滅した。 
6 2011年4月27日，台湾嘉義県の阿里山森林鉄道で線路脇の巨木が倒れぶつかり，脱線，横転した。中国人観光客5人が死亡，113

人が負傷した。 
7 2012年12月10日，台湾新竹県尖石郷の司馬庫斯につながる産業道路で，山道のすれ違いで，中型観光バスが谷底に転落し，13人

が死亡，10人が重軽傷を負った。 
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能性で，リスクのタイプは身体(physical risk)と設備リスク(equipment risk)である」と述べた。外形的には知覚

リスクは，交通(Transportation)，法律(Law and order)，衛生(Hygiene)，設備(Accommodation)，気候

(Weather)，観光地(Sightseeing spot)，医療支援 (Medical support)の7つタイプである。 

 

２．台湾の先行研究 

一方，台湾国内旅行の研究を見ていくと，2005 年から現在に至るまで「旅行の安全要因」に関する研究が見ら

れるようになってきた。旅行の安全については「交通，観光地，設備，医療支援，衛生，食事，自然災害，法律，

社会心理等」に分類して表1に示す。 

 
表1 台湾の旅行の安全の研究 

出所：筆者作成(2012)，徐村和，林凌仲 (2005)・呂新發(2006)・ 

黃國平，戴永家(2007)・倪欣蘭(2008)・Liu et al.,(2012)を基にして整理 

 

以上を踏まえた上で，台湾の国内旅行の研究でいろいろな旅行安全の研究における因子を参考し，また，Tsaur et 

al.,(1997)が示した７つのリスクのタイプを抽出する。台湾の先行研究によると，国内旅行における「気候リスク」

については，台湾が亜熱帯の気候であることと地域による気温の変化があまり見られない。また，旅行者において

も気候については，服装等である程度の準備ができることから，あまり考慮されていなかったと思われる。このこ

とから，本研究での気候リスクを削除した。2014 年以降，国内旅行の人数は，1 億 5626 万回数と増加している。

(台湾観光局，2015)。政府の政策により，本土からの中国人旅行者も増えてきた。頻繁に旅行事故が起こった中で， 

 

図２ 台湾国内旅行の旅行安全要素 

出所：筆者作成(2012)，Tsaur et al.,(1997)・陳建和(2008)・翁毓秀(2005)を基にして整理 

 

著者/年 部分分類 研究内容 

徐村和，林凌仲/ 2005 設備，社会心理，機能 1.機能2.財務3.心理4.実体5.社会6.時間 

呂新發/ 2006 社会心理，設備，食事，医療，観光地，サービス 1.食事衛生 2.医療支援3.宿泊施設4.交通5. ホスピタリティ 6. 観光地 

黃國平，戴永家/ 2007 設備，社会心理，観光地，食事，医療，治安 
1.旅行争議行為2サービス品質3. 宿泊施設4.時間 

5.交通6.金銭的7.治安8. 観光地9. テロリズム10.医療 

倪欣蘭/ 2008 設備，社会心理，観光地，食事，医療，自然災害 1. 食事衛生2. 医療支援3. 宿泊施設4. 交通5. 観光地6.政治 7.治安 8.気候 

Liu, Tzeng & Lee / 2012 設備，社会心理，自然災害 1.観光資源2.産業環境3.社会経済4.環境安全 
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被害に遭ったのは台湾人だけではなく，中国人も含まれている。台湾の旅行安全の課題を重視しなければならない。

事故を減らすことは重要な課題である(Liu, Tzeng & Lee，2012)。そして，本研究の救難救助(emergency assistance)

リスクは翁毓秀(2005)の研究を参考に加えた。台湾の国内の団体旅行の旅行安全に関する研究をレビューし，抽出

した結果は，図２で示す。 

 

Ⅲ．アンケートの調査表 

 これまでに触れた先行研究によって，旅行安全「交通・観光地・社会心理・設備・医療支援・衛生・食事・自

然災害・法律等」に分類して，それらのリスクが高いこととその理由が明確にされた。しかし，これらの先行研

究は台湾の国内旅行の実態に対し，適合しているかの検討余地がある。 

さらに，団体パッケージツアーの旅行者の個人属性によって，旅行安全リスクに差異があるのかまだ明らかに

なっていない。そのため，現状分析から，台湾の国内団体パッケージツアーの旅行者に焦点を当てて実証検証を

行っていこうと考える。 

 

１．調査表の作成 

  本研究の調査にあたり調査表を作成した。調査表は四つの部分に分けている。「旅行環境」と「治安と法秩序」

因子は，既存研究Tsaur et al.,(1997)の調査表を参考にして，作成した。「医療衛生」因子は，陳建和等(2008)の調

査表を参考にして作成した。旅行事故前の予防することと事故中の対応対策と事故の前後処置の「救難救助」因

子は翁毓秀(2005)の調査表を参考にして，作成した。 

 

２．調査概要 

 本研究の調査は3 段階で行った。第一段階には，先行研究を基にして安全意識の要素を抽出した。さらに，6名

の専門家8の意見を伺い，最も適切な因子を抽出し，調整した。第二段階には，プレテスト調査を行った。第三段階

には，本調査を実施した。 

 まず，調査表の項目は，台湾の先行研究を踏まえ，国内旅行安全に対する安全意識の要素を抽出し，調査表を作

成した。5段階のLikert尺度で回答を求めた。回答は「全く重要でない」，「重要でない」，「どちらともいえない」，

「重要である」，「おおいに重要である」の5段階で求め，点数は1，2，3，4，5点で，点数が高いほど重要度が高

いことを示す。そして，観光領域の産官学の専門家6名の意見を求め，調査項目に対する妥当性を検討し，調査表

を調整した。  

次に，第２段階として，2012 年 5 月から 6 月にかけてプレテスト調査によって実施した。対象者は団体パッケ

ージツアーに参加したことがある20歳以上の男女280人に対し，227人から有効回答を得た。回収率は81.1%で

あった。プレテストの結果は，信頼性コロンバックCronbach'sの α係数は0.964，p値<0.05，信頼性があると言

                                                 
8 産官学の専門家6人は，大学教授が2名，観光公務機関で課長が2名，総合旅行会社のマネージャーが2名。 
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える。また，調査表の項目は理解しやすいように修正し，項目は28から26に削減して作成した。 

 第三段階には，本調査は 2013 年 1 月 1 日から 2013 年 2 月 28 日にかけて行った。本調査の目的は事前に運転

手，添乗員に詳しく説明し，調査表の実施は，台湾の台北車站(台北駅)，野柳と花蓮の太魯閣地区と南投の日月潭地

区と屏東の墾丁国家公園地区等で配り，1000人に依頼し，890人から有効回答を得た。対象者の特徴について旅行

回数(1~2回，3~5回，6~8回，9回以上)・性別(男性，女性)・年齢(20~30歳，31~40歳，41~50歳，51歳以上)・

職業(学生，公軍教9，農林漁業，販売業，サービス業，自営自由業，その他)・教育背景(中学以下，高校，専門短大，

大学以上)の調査を行った。女性 456 人(51.2%)，男性 434 人(48.8%)。回収率は 89.0%であった。有効な回答数を

サンプルとしてSPSSで分析を行った。 

 

３．仮説設定 

仮説1国内旅行に対する団体旅行者独自の知覚リスクに特徴がある。 

仮説2団体旅行者の個人属性性別によって知覚リスクに差異がある。 

仮説3団体旅行者の個人属性旅行回数によって知覚リスクに差異がある。 

仮説4団体旅行者の個人属性年齢によって知覚リスクに差異がある。 

仮説5団体旅行者の個人属性職業によって知覚リスクに差異がある。 

仮説6団体旅行者の個人属性学歴によって知覚リスクに差異がある。 

 

図３ 仮説設定 

   個人属性          旅行安全知覚リスク 

 

Ⅳ．考察 

１．仮説1の検証 

仮説1を検証するため質問内容の26項目(表2)に対して因子分析を行った。まず，カイザー・マイヤー・オルキ

ン(Kaiser-Meyer-Olkin)の妥当性の値が 0.922 である，KMO が１に近いときは，それらの観測変量を使って因子

分析を進めてよい。従って，因子分析を行うことに妥当性があると言える。バートレット(Bartlett)の有意確率0.000

である。項目間に相関があるので，共通要因を考えることに意味がある。次に，因子抽出の方法は主成分分析を採

                                                 
9 公軍教は「公務員・軍人・教員」という職業である。 

http://www.taipeinavi.com/miru/116/
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用した。因子間の相関関係を仮定した直交回転であるバリマックス(Varimax)回転を使用する。 

各因子分析に高い負荷量を示した項目の内容から，旅行の安全の要因を四つに分けた。 

第1因子は6項目で構成されており，危機的状況にある人物を捜索して救い出すこと等を表す項目が高い負荷量を

示していた。そこで，「救難救助」因子と命名した。第 2 因子は 7 項目で構成されており，宿泊とショッピッグの

設備や交通手段や観光スポットの設備等を表す項目が高い負荷量を示していた。そこで，「旅行環境」因子と命名し

た。第3因子は8項目で構成されており，伝染病の予防と宣伝や当地の飲食の衛生や事故の発生の際，医療の連携

システムと完備程度等を表す項目が高い負荷量を示していた。そこで，「医療衛生」因子と命名した。第4因子は5

項目で構成されており，社会治安の安定や法律の保障程度等を表す項目が高い負荷量を示していた。そこで，「治安

と法秩序」と命名した。以上の結果により，国内団体旅行者に対する知覚リスクは，「救難救助」，「旅行環境」，「医

療衛生」，「治安と法秩序」四つ因子があることが明らかになった。以上の事から仮説１は立証された。 

 
表2  因子分析の結果 

項目内容 
負荷量 

因子1 因子2 因子3 因子4 

23. 事故発生時に警察と住民が素早く救援活動を行える .808 .268 .238 .240 

22. 政府は実用的な災害予報システムを備えている .780 .260 .261 .209 

21.政府は実用的な防災体系と一連の措置，対策に備えている .760 .211 .249 .146 

26.事故発生後に政府と住民が事故について討論，反省することができる .713 .180 .219 .148 

25.事故発生後に適切な事後処理と賠償が行われる .677 .280 .239 .198 

24. 事故発生時にメディアはスムーズに情報伝達が行え，さらに，救援活動を中継するシステムを持つ .634 .239 .215 .232 

6. 観光スポットにおける各施設が安全である .194 .820 .135 .129 

2. 購入する品物が安全である .209 .817 .136 .167 

1. ショッピングを行う環境が安全である .205 .780 .247 .179 

3. ホテルにセキュリティーシステムが完備されている .268 .707 .246 .126 

4. ホテル，パブリックスペースなどに避難設備，及び消防設備が備わっている .243 .704 .196 .159 

7. 観光スポットから現地の交番，警察署及び病院との間に実用的な連絡ｼｽﾃﾑがある .244 .587 .199 .186 

5. 交通機関は安全で且つ快適である .216 .502 .379 .188 

10. 医療機関が適切な処置を行える状態にある .305 .183 .826 .239 

9.飲み物を含む各食品が安全で且つ衛生的である .380 .172 .744 .233 

14.政府は十分な感染病予防対策と周知を行っている .403 .189 .716 .178 

8. 飲食を行う環境が安全で且つ衛生的である .301 .225 .598 .138 

11. 医療機関の分布が適切である .299 .334 .557 .108 

15. 政府に実用的な感染病報告，追跡，管制システムが備わっている .195 .366 .549 .183 

13. 観光の最中に突発の事故が発生した際，政府と住民がお互いに協力を行える .223 .281 .519 .270 

12. 観光の最中に突発の事故が発生した際，素早く医療施設にたどり着ける .240 .341 .480 .263 

19. 物価が安定して，価格が適正である .373 .399 .301 .766 

20. 政府は旅客の身の安全を重視している .243 .269 .217 .750 

18. 地域の治安が良好な状態にある .259 .273 .216 .742 

17. 政治が安定している .291 .299 .227 .724 

16. 観光客の権益は法律によって保障されている .284 .344 .158 .711 

寄与率 19.293% 18.710% 16.033% 14.956% 

累積寄与率 19.293% 38.003% 54.036% 68.992% 

因子命名 救難救助 旅行環境 医療衛生 治安と法秩序 
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２．仮説2～6の検証 

 アンケート記述分析の結果から，国内旅行の安全リスク意識は高得点 (M=3.406)であった。表3の中で，「旅行

環境」(M=3.544)因子は，一番重視されている。次に「医療衛生」(M=3.462)，さらに「救難救助」(M=3.408)が

重視されている。「治安と法秩序」(M=3.213)因子は，最も重視されていない。以上により，国内の団体旅行者は

「治安と法秩序」を重視していない。一方，旅行の現場では実際に物を見て触れるため「旅行環境」に対する安

全意識が高くなると考える。 

全体的に，「旅行環境」における食・住・交通・娯楽・ショッピングが旅行者に直接関連性が高く，実際に物を見

て触れるため安心感が高くなる。なお，その因子の中で，旅行者はホテルのセキュリティーシステムと安全な避難

設備及び消防設備が備わっているか，を最も重視している。一方，観光スポットにおける各施設が安全であるか，

は重視していない。「医療衛生」では，医療機関が適切な処置を行える状態にあるか，が最も重視されている。一方，

感染病予防対策と周知を行うか，は重視されていない。「救難救助」では，事故発生時に救援活動を行えるか，が最

も重視されている。一方，事故発生後に適切な事後処理と賠償が行われるか，は重視されていない。「治安と法秩序」

では，観光客の権益は法律によって保障されているか，が最も重視されている。一方，物価が安定，適正であるか，

は重視されていない。 

 

表3  記述統計表 
因子 変数 平均 標準差 序 

旅行環境(M=3.544) 

1-1ショッピング 3.505 0.852 3 

1-2宿泊 3.646 0.847 1 

1-3交通 3.536 0.909 2 

1-4観光地 3.479 0.903 4 

医療衛生(M=3.462) 

2-1衛生安全 3.453 0.944 3 

2-2 医療システム 3.474 0.908 2 

2-3 医療支援 3.483 0.912 1 

2-4 感染病予防 3.437 0.948 4 

治安と法秩序(M=3.213) 

3-1 法律保障 3.446 0.999 1 

3-2 政治 3.201 1.102 3 

3-3 経済 2.917 1.121 4 

3-4 社会安全 3.237 1.017 2 

救難救助 

(M=3.408) 

4-1 災害予防 3.433 0.915 2 

4-2 防災体系 3.406 0.917 3 

4-3 救援活動 3.587 0.939 1 

4-4 事後処理 3.228 1.033 4 

合計 (M=3.406)     

   
 
３．仮説２の検証 

 旅行者の個人属性と旅行安全因子に関する差異性を検証するため，t 検定と分散分析を行った。男女差の検討を

行うために，旅行安全の各下位尺度得点について t検定で分析をした。その結果(表4，表5)，性差によるいずれの

得点差についても有意な差は見られなかった。しかし，平均値を見ると，男性より女性の方が安全意識が高いとい

うことが見られた。以上の事から仮説２立証されない。 
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表4 性別と旅行安全因子分析 
独立サンプルの検定 

 

等分散性のための  

Levene の検定 2 つの母平均の差の検定 

F 

有意 

確率 t df 

有意確率  

(両側) 

平均値 

の差 

差の 

標準誤差 

差の95%信頼区間 

下限 上限 

因子2 
等分散が仮定されている 1.131 .288 -1.109 887 .268 -.05318 .04794 -.14727 .04091 

等分散が仮定されていない   -1.108 877.095 .268 -.05318 .04801 -.14741 .04104 

因子1 
等分散が仮定されている .050 .823 -.699 887 .485 -.03155 .04511 -.12007 .05698 

等分散が仮定されていない   -.699 885.089 .484 -.03155 .04510 -.12006 .05697 

因子4 
等分散が仮定されている 2.944 .087 -1.521 887 .129 -.07776 .05111 -.17807 .02256 

等分散が仮定されていない   -1.518 871.579 .129 -.07776 .05122 -.17828 .02277 

因子3 
等分散が仮定されている .500 .480 -1.044 887 .297 -.05711 .05473 -.16453 .05030 

等分散が仮定されていない   -1.043 880.304 .297 -.05711 .05478 -.16463 .05040 

 
 

表5 男女別の平均値とＳＤ及び t検定の結果 

 男性 女性  

 平均値 SD 平均値 SD ｔ值 

救難救助 3.37 .79 3.45 .73 - 

旅行環境 3.53 .67 3.56 .67 - 

医療衛生 3.43 .73 3.48 .69 - 

治安と法秩序 3.19 .83 3.24 .80 - 

*p<0.05；**p<0.01。- not significant非有意 

 

４．仮説３～６の検証 

  年齢と職業などの個人属性と旅行安全因子との関係を調べるために，因子分析の因子得点(回帰法)を対象に，分

散分析(Analysis of Variance :ANOVA)を実行し，有意の差が見つかった場合は，post hoc検定のTukeyのHSD検

定(5%水準)を使用し，分析した。分散分析をした結果，旅行回数と因子に関係が見られなかった。年齢と職業，学

歴と因子に関係があることが明らかになった。表6～表9では，因子と標本特徴間の有意差が見られるところだけ

を示す。 

 

ⅰ．旅行環境： 

 性別，旅行回数の間には有意差は見られなかった。年齢と学歴と職業の間には有意な差があった(p<.001)。さら

に，TukeyのHSD法による多重比較を行った結果，「ショッピッグ」群と「交通」群と「観光地」群との間に

5%水準で有意差が見られ，いずれにおいても学歴は専門短大以上であるほど平均値が大きかった。職業は学生と

農林漁業の平均値が大きかった(表6)。 
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表6  旅行環境分散分析表 
変数 属性 N 平均値 標準差 F/t p HSD 

 

 

 

 

 

 

ショッピッ
グ 

学歴 

1. 中学以下 151 3.45 0.81 

8.706** 0.000 

3>1 

3>2 

 

2. 高校 244 3.39 0.88 

3. 専門短大 181 3.72 0.82 

4. 大学以上 314 3.68 0.84 

職業 

1. 学生 100 3.74 0.719 

3.112* 0.005 
1>4 

1>6 

2. 公軍教 81 3.60 0.970 

3. 農林漁業 121 3.69 0.81 

4. 販売 118 3.53 0.855 

5. サービス 214 3.57 0.846 

6. 自営自由業 100 3.28 0.975 

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 156 3.57 0.804 

 

 

交通 
学歴 

1. 中学以下 151 3.49 0.85 

5.271** 0.001 

4>1 

4>2 

 

2. 高校 244 3.36 0.98 

3. 専門短大 181 3.61 0.87 

4. 大学以上 314 3.64 0.88 

 

 

 

 

 

観光地 

学歴 

1. 中学以下 151 3.42 0.85 

2.805* 

 
0.039 

3>2 

4>2 

2. 高校 244 3.33 0.94 

3. 専門短大 181 3.57 0.96 

4. 大学以上 314 3.50 0.90 

職業 

1. 学生 100 3.68  0.79  

5.028** 

 
0.000 

1>6 

3>6 

2. 公軍教 81 3.49  0.98  

3. 農林漁業 121 3.63  0.92  

4. 販売 118 3.46  0.87  

5. サービス 214 3.37  0.91  

6. 自営自由業 100 3.08  1.04  

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 156 3.51  0.85  

 *p<0.05；**p<0.01。 

 

ⅱ．医療衛生： 

 性別，旅行回数の間には有意差は見られなかった。年齢と学歴と職業の間には有意な差があった(p<.001)。さら

に，TukeyのHSD法による多重比較を行った結果，「衛生安全」群と「感染病予防」群との間に5%水準で有意

差が見られた。「衛生安全」群においては31～40歳の平均値が低かった。「衛生安全」群において職業は無職業と

学生の平均値が大きかった(表7)。 

 

表7  医療衛生分散分析表 
変数 属性 N 平均値 標準差 F/t p HSD 

 

 

 

 

 

衛生安全 

年齢 

1. 20~30歳 228 3.50  0.92  

4.142* 

 
0.006 

3>2 

4>2 
2. 31~40歳 188 3.26  1.04  

3. 41~50歳 208 3.54  0.90  

4. 51歳以上 266 3.53  0.84  

職業 

1. 学生 100 3.59  0.93  

2.771* 

 
0.011 

7>5 

7>4 

1>4 

1>5 

2. 公軍教 81 3.58  0.80  

3. 農林漁業 121 3.53  0.94  

4. 販売 118 3.34  1.00  

5. サービス 214 3.30  0.99  

6. 自営自由業 100 3.49  0.89  

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 155 3.61  0.79  

 

感染病予防 
学歴 

1. 中学以下 151 3.50  0.94  

3.735* 

 
0.011 

1>2 

3>2 

4>2 

2. 高校 244 3.25  0.94  

3. 専門短大 181 3.49  0.88  

4. 大学以上 314 3.48  0.97  

  *p<0.05；**p<0.01。 
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ⅲ．治安と法秩序： 

性別，旅行回数，年齢の間には有意差は見られなかった。学歴と職業の間には有意な差があった(p<.001)。さら

に，TukeyのHSD法による多重比較を行った結果，「法律保障」群と「政治」群と「経済」群と「社会安全」との

間に 5%水準で有意差が見られ，学歴が高いほど平均値が大きくなる傾向にある。職業は販売と農林漁業と公軍教

(公務員・軍人・教員)の平均値が大きかった。その中で，「経済」群では，学歴と職業いずれにおいても平均値が低

かった(表8)。 

 
表8  治安と法秩序分散分析表 

変数 属性 N 平均値 標準差 F/t p HSD 

法律保障 学歴 

1. 中学以下 151 3.39  0.94  
 

6.008** 

 

0.000 

 

3>2 

4>2 

 

2. 高校 244 3.24  1.02  

3. 専門短大 181 3.59  0.94  

4. 大学以上 314 3.55  1.03  

政治 

学歴 

1. 中学以下 151 3.19  1.09  

6.223* 0.000 
4>2 

4>1 

2. 高校 244 3.04  1.08  

3. 専門短大 181 3.32  1.02  

4. 大学以上 314 3.42  1.06  

職業 

1. 学生 100 3.49  1.04  

  3.739* 

 
0.005 

3>6 

3>5 

2. 公軍教 81 3.28  1.18  

3. 農林漁業 121 3.55  1.02  

4. 販売 118 3.25  1.09  

5. サービス 214 3.10  1.02  

6. 自営自由業 100 3.07  1.10  

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 156 3.21  1.05  

経済 

学歴 

1. 中学以下 151 2.97  1.16  

3.979* 0.008 
4>2 

4>1 

2. 高校 244 2.82  1.08  

3. 専門短大 181 3.05  1.09  

4. 大学以上 314 3.15  1.14  

職業 

1. 学生 100 3.15  1.14  

4.019** 

 
0.001 

4>5 

4>7 

3>5 

3>7 

2. 公軍教 81 3.14  1.18  

3. 農林漁業 121 3.21  1.09  

4. 販売 118 3.25  1.12  

5. サービス 214 2.77  1.07  

6. 自営自由業 100 2.92  1.07  

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 156 2.90  1.15  

社会 

安全 

学歴 

1. 中学以下 151 3.27  0.98  

7.009** 0.000 
4>2 

4>3 

2. 高校 244 3.01  1.03  

3. 専門短大 181 3.22  0.94  

4. 大学以上 314 3.40  1.04  

職業 

1. 学生 100 3.11  1.08  

2.567* 

 
0.018 

 

3>1 

2>1 

2>5 

2>5 

2>6 

2. 公軍教 81 3.49  1.22  

3. 農林漁業 121 3.43  0.97  

4. 販売 118 3.30  1.01  

5. サービス 214 3.14  0.98  

6. 自営自由業 100 3.11  0.99  

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 156 3.21  0.94  

 *p<0.05；**p<0.01。 

 

ⅳ．救難救助： 

 旅行回数と年齢の間には有意差は見られなかった。学歴と職業の間には有意な差があった(p<.001)。さらに，

TukeyのHSD法による多重比較を行った結果，「防災体系」群と「救援活動」群と「事後処理」群との間に5%
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水準で有意差が見られ，学歴は中学以下で平均値が大きかった。職業は学生と公軍教(公務員・軍人・教員)の平均

値が大きかった。 

その中で，「事後処理」群では，男性より女性の平均値(Ｍ＝3.36)が高かった(表9)。 

 
表9  救難救助分散分析表 

変数 属性 N 平均値 標準差 F/t p HSD 

防災 

体系 
学歴 

1. 中学以下 151 3.52  0.82  

2.672* 

 
0.046 

1>2 

4>2 

2. 高校 244 3.28  0.98  

3. 専門短大 181 3.39  0.94  

4. 大学以上 314 3.46  0.89  

救援 

活動 

学歴 

1. 中学以下 151 3.69  0.81  
 

4.875* 

 

0.002 

4>2 

4>3 

1>2 

2. 高校 244 3.41  0.97  

3. 専門短大 181 3.59  0.96  

4. 大学以上 314 3.70  0.95  

職業 

1. 学生 100 3.71  0.96  

 

3.014* 

 

0.006 
2>5 

1>5 

2. 公軍教 81 3.77  0.90  

3. 農林漁業 121 3.64  0.94  

4. 販売 118 3.47  1.03  

5. サービス 214 3.38  0.95  

6. 自営自由業 100 3.65  0.89  

7. なし(主婦・夫，定年退職，その他) 156 3.63  0.84  

事後 

処理 

性別 
1. 男性 434 3.21 1.04 

4.646* 0.034  
2. 女性 456 3.36 0.96 

学歴 

1. 中学以下 151 3.35  1.03  
 

2.640* 

 

0.048 
1>2 

1>4 

2. 高校 244 3.04  1.10  

3. 専門短大 181 3.19  0.96  

4. 大学以上 314 3.17  1.13  

 *p<0.05；**p<0.01。 

 

 以上の分析から旅行者の個人属性によって旅行安全リスクに差異があり，仮説3は立証されないが，仮説4，

5，6は立証された。 

 

Ⅴ．考察結果 

まず，因子分析をして，旅行の安全を構成する因子を「救難救助」，「旅行環境」，「医療衛生」，「治安と法秩

序」の4つに分類することができた。次に，性別と因子との関係について，t検定で調べた。その結果，性差によ

る，差はほとんど見られなかったが，安全意識については，女性のほうが安全意識が高いということが分かっ

た。さらに，年齢と職業などの個人背景と因子との関係を調べるために，分散分析をした結果，年齢，職業，学

歴と因子の関係があることが明らかになった。 

 各分析の結果から，男性より女性は国内旅行の数が多く，台湾の旅行現状に符合している。旅行回数と因子に

関係が見られなかった。その結果と謝淑芬(2000)の研究結果は同じである。旅行回数の多寡に関わらず，一回以上

の旅行をすれば，旅行安全の意識が高くなるということが分かった。 

 「旅行環境」因子については，食，住，交通，娯楽，ショッピングなど実際の物に触れることにより，影響を強

く受けることが分かり，職業は自営自由業より学生の旅行者の重視程度が高いことが分かった。また，「治安と法秩

序」因子は重視されない傾向があり，その中で，「経済」群では，学歴と職業いずれにおいても重視されないことが

分かった。旅行者が国内旅行政策，旅行客の権益と社会治安などの社会・政治・法律など大局的な議題への関心が
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比較的に低いことを示している。 

  また，各変数群では，年齢と職業，学歴との間に有意差がみられ，多重比較を行った結果から，「衛生安全」群

に対して，31~40歳の旅行者の重視程度が低いことが分かった。「旅行環境」・「医療衛生」・「治安と法秩序」にお

いて，学歴は専門短大以上の旅行者の重視程度が高いことが分かった。「救難救助」では，職業は学生と公軍教(公

務員・軍人・教員)の旅行者の重視程度が高いことが分かった。 

 

Ⅵ．今後の課題 

 本研究の成果と今後の課題及び本研究が導く三つの点を示す。 

 まず，本研究の成果は，旅行に際しての安全意識を構成する因子を「旅行環境」・「救難救助」・「医療衛生」・

「治安と法秩序」の大きく4つに分類することができた。 

  しかし，本研究の研究対象は，台湾地域の台湾人の団体旅行客のみに限られており，その結果は，すべての旅

行客の旅行の安全にまで及ばない。また，他の国籍，地域でのアンケートができなかった。また，旅行に際して

の安全意識に影響する因子は多いため，今後の研究では分析する因子を限定することにより，今回の研究では見

出せなかった重要な因子を探し出したり，独立変数を変更したりして，旅行安全の改善や評価モデルを創り出し

たい。 

  本研究から導かれる三つの点を示唆する。 

(１)現実的な基準をつくると安全意識が高まる。 

 ホテルやショッピング店など建物は，定期的検査を強化すること。また，台湾ではバス転落事故が多かった。

バスについては，バスの使用年数にとらわれず，定期的に車検を行うことや運行についても旅行訪問地の数を減

らして，運転手の勤務時間を一日8時間に労働時間を規定することが必要であると考える。 

(２)安全教育を徹底すること。 

 高齢者と若者は，団体パッケージツアーに参加する頻度が高く，団体パッケージツアーの参加者には，安全教

育を宣伝することが必要である。手段は，メディアだけでなく，旅行する前に説明会を行うことも欠かさないよ

うにすべきだと考える。尚，冬・夏休みと長い連休を迎える前には，公的機関が旅行業者に対して，安全審査を

実施ことが重要であると考える。 

(３)治安と法秩序の安全意識を高めること。 

 保険制度を知らせる一方で，小学・中学教育から旅行者に対して法秩序，旅行権益，義務を教えていくことが

大切であると考える。 

本研究の因子分析の結果から，上記の示唆に対しては，台湾においては十分対応できていないと思われる。一

部対応されているとしても，さらなる旅行安全リスクの軽減に対応する方策を考える必要がある 。 
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【 論 文 】 

日本の観光研究における統計的手法の利用に関する一考察 

Considerations of use of statistical methods in the tourism field in Japan 

 

井上 暁光（INOUE Akimitsu） 

【要  旨】 

 観光学における分析手法の質の向上に影響を与えると考えられる重要なものとして，統計的手法の利用が挙げられ

る。しかし，国内の観光学における研究では，統計的手法の利用は必ずしも多くはない。そこで，本稿では観光学分野

の研究における統計的手法の利用を促すための統計的手法の習得の効率化を目的とした。本稿では，観光学において用

いられる統計的手法の種類が条件により異なる可能性に着目し，重点的に習得することで研究の効率化できる統計的手

法を明らかにする。国内の観光学分野の学術誌の内容分析により，研究アプローチの違いと，同時に利用される統計的

手法の違いという 2つの条件による，習得を優先すべき統計的手法が明らかになった。この結果から，観光学における

統計的手法の利用が促進されることが期待される。 

 
Keywords：内容分析, 統計的手法  
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Ⅰ．はじめに 

観光学は，観光産業の発展を支える重要な基盤である。ゆえに観光学分野の研究者は，観光産業からの要請

に応えるという意味で，質・量ともに高い水準の研究活動を求められている。研究活動の水準という観点から

国内の観光学分野に目を向けると，日本における観光研究の特徴として，その誕生の背景が社会学や文化人類

学中心であること，実務家を重視していることなどを挙げることができる。さらに，経営学のアプローチは観

光研究において採用される頻度の高いアプローチであるが，経営学においては実験室的研究への批判，質的研

究の重要性も指摘されている。このような状況の中で，海外の観光研究と比した国内の研究の状況から，定量

的な研究の推進は一つの課題であると考えられ，観光学における分析手法の質の向上に影響を与えると考えら

れる重要なものとして，統計的手法の利用が挙げることができる。本稿では，この質の向上という表現を，実

証分析における仮説検証のプロセスで誤り（正しい仮説を誤っていると判断すること，もしくは誤った仮説を

正しいと判断すること）を減らすという意味で用いている。仮説検証のプロセスでの誤りは，論文によって提

示された（検証されたはずの）仮説に基づいて行われる意思決定によって機会損失を生むことに繋がりうるた

め，可能な限り避けるべきものだと考えられる。分析手法に統計的手法を活用することで，偶然性が考慮さ

れ，研究結果が広く一般化され易くなると考えられるものの，国内の観光学研究においては，統計的手法の利

用は必ずしも多くなく，この解決が急務であると考えられる。本稿では，観光学分野の研究における統計的手

                                                 
 大阪市立大学大学院経営学研究科 附属先端研究教育センター 

Center of Advanced Research and Education, Graduate School of Business, Osaka City University 
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法の利用を促すための統計的手法の習得の効率化を目的とする。 

 

 国内の観光学研究において統計的手法の利用が増加しない要因を明らかにするために，統計的手法を用いた

研究が行なわれる過程を分解してみると、その過程は以下の通りである。 (1) 統計的手法を用いた先行研究の

内容を理解する。(2) 統計的手法を用いる必要のある研究テーマに決定する。(3) 分析条件に適した統計的手法

を探索する。(4) 統計的手法の利用のためのデータを取得する。(5) 統計的手法を適用する。(6) 統計的手法を

用いた研究を投稿する。このように分解することで，統計的手法が利用されない原因を以下に示すことができ

る。 

 

＊統計的手法を用いた先行研究の理解が困難であること 

・統計的手法の利用が難しい研究主題・アプローチを選択すること 

・取得可能なデータの分析に適した統計的手法の不足 

・統計的手法を用いることの意義の認知の不足 

＊統計的手法を研究に利用することが可能な人材の不足 

・統計的手法を利用する際の金銭的・時間的コスト 

＊統計的手法を用いた研究が読者・査読者に理解されないこと 

 

この一覧の中で，＊の記号がつけられている項目には統計的手法の習得が関わっており，統計的手法の習得

により改善できる可能性がある。そこで本稿では，統計的手法の習得の効率化を課題と捉え，以降これらの課

題を解決することを目的とする。 

 

統計的手法の習得の過程は，手法別，段階別（結果を解釈できる段階，手法を適用可能な段階）に分解する

ことが可能である。採用している主要な研究アプローチなどの研究者の属性に応じた統計的手法の習得の状況

も考えることが可能である。また，後者の段階別の分析は大規模な質問紙調査などが必要になるため現実的で

はない。そこで本稿においては，手法別，研究者の属性別の統計的手法の習得状況およびその要因について調

査する。 

 

 統計的手法の習得を促進するために，統計的手法の習得に関わる要因を考えると，(1) 統計的手法の中でも，

どの手法を習得するのか (2) 習得する研究者はどういった属性をもっているか，という手法の側面と研究者の

属性の側面の2つの要因が考えられる。これらの要因に基づいて，ある属性をもつ研究者がある手法を習得す

るという状況において，習得にかかる時間などのコストを圧縮し，習得によって得られる分析の質の向上など

のリターンを増加させる方策を考える必要がある。 

 では具体的に，観光学分野の研究者は，統計的手法を習得するために，どのような方策をとるべきだろう
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か。観光学は学際的な分野であり，研究者はそれぞれの分野の研究アプローチ（経済学，経営学，心理学な

ど）から観光研究を行う。そのため各分野で利用される統計的手法が観光学に持ち込まれ，観光学研究におい

ても用いられる統計的手法は多様なものとなっている。そのため，観光学として一括りにすると，習得する必

要のある統計手法の種類は膨大になってしまう。しかし，研究アプローチごとに利用される統計的手法が異な

るのであれば，研究者は自身の用いるアプローチに適した統計的手法を重点的に習得することで習得に必要な

時間を短縮できるという仮説を立てることができる。この仮説を実証するためには，この仮説の前提の一つで

ある，研究アプローチによって用いられている統計的手法の偏りに相違が生じているかをまず検証する必要が

ある。そこで本稿では，研究アプローチごとに利用される統計的手法の違いがあるかを検証し，その上で研究

アプローチごとに用いられる統計的手法を明らかにする。 

 また，一つの研究に複数の統計的手法が組み合わされて利用されることもある。もし，観光学分野において

複数の統計的手法が組み合わされて利用されることが多く，かつ統計的手法同士の組み合わせに何らかのパタ

ーンが存在するのであれば，研究者は同時に利用されることの多い統計的手法を重点的に学習することで，習

得にかかる時間を短縮できると考えられる。よって本稿では，同時に利用される統計的手法の組み合わせを明

らかにする。 

 以下，本稿は次のように構成される。第2章では，本稿に関連する先行研究を概観する。第3章では，本稿

で分析に用いるデータならびに分析手法について述べる。第 4章では，得られた分析結果を記す。最後に第5

章では考察を行い，今後の研究の展望について述べる。 

 

Ⅱ．先行研究 

本章では，まず国内の観光研究分野における定量的手法の利用実態について概観する。その上で，観光学分

野の研究誌の内容分析の近年の傾向を捉える。従来から，特に海外を中心に，観光学分野の研究誌の研究手法

に着目した内容分析が行われてきた。これらの研究を，研究の目的，分析軸の2つの観点から整理する。 

 

Pizam (2014) によれば，日本の観光・レジャー・ホスピタリティ経営分野の年間研究論文数は，他国と比較

して少ないことが示されている。原 (2014) は，世界における日本の当該分野の遅れの大きな理由の一つが，英

語論文での執筆以上に統計的手法の活用の不足にあると指摘している。この背景には，上位から中位の英文査

読付き学術論文誌は，定量的な科学の枠組みに準拠した論文でなければ掲載される可能性はかなり低くなるこ

とがあり（原, 2014），この点を踏まえ，研究を活発化させるための方針として，原 (2014)は，研究系大学のカ

リキュラムにおいて定量的研究手法を新しいスキルを持つ人材に担当させ，組織の研究能力を底上げするとい

う方向性を提案している。 

 

観光学分野の研究誌の研究手法に着目した内容分析について，Lee and Law (2012) は，この分野の先行研究

の目的が，2つに分類できることを示している。1つは論文誌の質の評価を目的とするものであり，1つは研究



一般財団法人京都大学名誉教授森下正明研究記念財団 

森下財団紀要 第１号 

25 

Morishita Memorial & Research Foundation 

Journal of Morisita Memorial Research No.1 

分野の成熟度の評価を目的とするものである。統計的手法の利用実態に関わる研究は，主に後者の目的で行わ

れている。Palmer et al. (2005) は，近年の当該分野で用いられる統計的手法の成熟の程度を測定することで，後

者の目的を達成することを意図している。また，Dahlstrom et al. (2008) は，利用される手法の多様性の側面か

ら，研究分野の成熟度を評価している。研究の評価は用いる統計的手法によって決定づけられるものではない

が，統計的手法を使うのであれば，誤差が小さいなどのより洗練された方法を用いることに利点があるという

点については，大方コンセンサスが取れていると考えられる。 

 

 また，内容分析の分析軸について，Palmer et al. (2005) は雑誌別の統計的手法が利用されている論文の割合

と，その雑誌のインパクトファクターの関連性を考察している。Baloglu and Assante (1999)，Palmer et al. (2005) 

および Lee and Law (2012) は，用いられる統計的手法の変遷を時系列で捉えている。また，Baloglu and Assante 

(1999) は，用いられている統計的手法とその時系列でみた変遷に加えて，各研究の領域，焦点を当てる業界，

理論研究か実証研究か，研究主体，研究手法と標本の収集方法といった点についても分析している。しかし，

彼らの研究においては，統計的手法の出現頻度については時系列と雑誌別の軸でしか分析はなされていない。

また，崔 (2009) は，国内の雑誌の領域，業界，研究手法などの点について分析している。 

 

Ⅲ．データと手法 

 本稿においては，観光学分野の統計的手法の利用実態を把握するために，国内の観光学分野の学術誌の内容

分析を行った。 

 国内の観光学分野の学術誌から，日本観光研究学会が発行する「観光研究」ならびに日本国際観光学会が発

行する「日本国際学会論文集」の 2誌を分析対象とした。「観光研究」については，13巻 1・2号から 15巻 1

号，16巻 2号，17巻1号，21巻 1号から25巻 2号を分析対象とした。「日本国際観光学会論文集」について

は，18巻から21巻を分析対象とした。記事の総数は124篇であった。 

 分析の対象とした雑誌に含まれる全ての記事について，以下の項目に情報を整理した。まず，1つの記事に

つき 1つ以上の研究アプローチに分類した。研究アプローチの分類方法は，崔(2009) において用いられた分類

から，複数のアプローチが該当する学際的なアプローチを除いた 10種類に分類した。学際的アプローチを除い

た根拠は，本稿における分析では複数のアプローチへの分類を許容しているためである。これらの 10種類の研

究アプローチの分類を，表-1に整理した。 

 

 

 

表 1 研究アプローチの分類 

経済学 経済効果，需要分析 

社会学 地域社会，地域構造分析 
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心理学 心理的変数で観光行動を分析 

文化人類学 伝統文化資源，世界遺産，異文化交流 

地理学 地形，立地分析 

歴史学 観光資源および観光現況についての時系列的な分析，発展史 

政治学 国際情勢，政策樹立などの研究 

法学 観光関連の法および条例研究 

言語芸術文学 映画，小説，風景と観光演出との関連性研究 

その他  

出所）崔 (2009) を一部修正。 

 

また，各記事において用いられている統計的手法を特定し，1つの記事について0以上の統計的手法を選択

した。さらに，後の分析を容易にするため，それぞれの統計的手法をその上位のカテゴリに分類した。統計的

手法のカテゴリの分類においては，Lee and Law (2012)において用いられた統計的手法のカテゴリの分類法を利

用した。ただし，Lee and Law (2012) に含まれないクラスカル-ウォリスの検定およびカーネル密度推定法をノ

ンパラメトリック分析法のカテゴリに追加し，さらにF検定をその他のカテゴリに追加した。また，数量化3

類は，因子分析カテゴリとして扱った。 

 

 集められたデータを用いて，研究アプローチと利用される統計的手法のカテゴリとの関係を分析した。各記

事にはそれぞれ複数の研究アプローチおよび複数の統計的手法のカテゴリが定義されうる。よって，i番目の研

究アプローチと j番目の統計的手法のカテゴリの利用頻度 Ci,j を以下の式で定義した。 

Ci,j = ∑ 𝑎(𝑖, 𝑗, 𝑘)
𝑘=1

. 

 ここで，𝑎(𝑖, 𝑗, 𝑘) は k 番目の記事が i 番目の研究アプローチを含みかつ j 番目の統計的手法のカテゴリを

含む場合に 1 をとり，そうでない場合に 0 を取る関数である。 

 

 また，複数の統計的手法の同時利用の傾向を分析した。ここでは，i 番目の統計的手法のカテゴリと j 番目

の統計的手法のカテゴリが同時に利用される頻度 Di,j を以下の式で定義した。 

Di,j = ∑ 𝑏(𝑖, 𝑗, 𝑘)
𝑘=1

. 

 ただし，𝑏(𝑖, 𝑗, 𝑘) は k 番目の記事が i 番目の統計的手法のカテゴリと j 番目の統計的手法のカテゴリを同

時に利用しているときに 1 をとり，そうでない場合に 0 を取る関数である。 

Ⅳ．結果 

 まず，研究アプローチならびに統計的手法のカテゴリの出現頻度を示す。表-2に，研究アプローチ別のサン

プル数を示した。ここで，各記事は複数の研究アプローチを利用していることがある。研究アプローチとして

は，経営学が最も多く，次に経済学，社会学と続いた。 
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表 2 研究アプローチの出現頻度 

研究アプローチ n 

経営学 51 

経済学 42 

社会学 29 

歴史学 21 

心理学 17 

文化人類学 12 

言語芸術文学 7 

政治学 6 

地理学 3 

法学 2 

その他 1 

出所）筆者作成。 

 

 次に，利用された統計的手法のカテゴリについての出現頻度を表-3に示した。最も利用回数が大きな統計的

手法のカテゴリは，記述統計であり，因子分析，回帰分析，t検定およびZ検定，分散分析，相関分析，共分散

構造分析，χ2検定，クラスター分析，ノンパラメトリック手法，重要度-パフォーマンス分析，パス解析と続い

た。 

表 3 統計的手法のカテゴリの出現頻度 

統計的手法のカテゴリ n 

記述統計 52 

因子分析 13 

回帰分析 9 

t検定/Z検定 6 

分散分析/多変量分散分析 5 

相関分析 5 

構造方程式モデル 4 

χ2検定 3 

クラスター分析 3 

ノンパラメトリック分析 2 

重要度-パフォーマンス分析 1 

パス解析 1 

その他 2 

統計的手法を利用しない 63 

出所）筆者作成。 

つぎに，研究アプローチと統計的手法のカテゴリの対応を表す分割表の分析結果を示す。まず，研究アプロ

ーチと統計的手法のカテゴリの間に何らかの関係が存在するかを検証するため，独立性の検定を行った。ここ

では，フィッシャーの正確検定を，モンテカルロ法を用い，繰返し計算数を2000回で行ったところ，p値は 

0.011 となり，有意水準5％で有意となり，帰無仮説は棄却された。よって，研究アプローチと統計的手法のカ

テゴリは関係があることが確認された。 
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 次に，研究アプローチごとに利用される傾向が強い統計的手法のカテゴリを明らかにするため，研究アプロ

ーチごとに統計的手法のカテゴリの出現頻度の順位を計算した。その結果が表-4に示されている。 

 

全ての研究アプローチにおいて，最も利用頻度が高い統計的手法のカテゴリは記述統計であった。また，経

営学と心理学は，他の研究アプローチと比較して，多様なカテゴリの統計的手法を利用していた。また，政治

学と法学は，本稿で扱った資料の範囲では，記述統計以外の手法が用いられていなかった。 

 

表 4 研究アプローチごとの統計的手法のカテゴリの出現頻度順位 

順位 経営学 経済学 社会学 歴史学 心理学 

1 記述統計 記述統計 記述統計 記述統計 記述統計 

2 因子分析 回帰分析 χ2検定 因子分析 因子分析 

3 t検定/Z検定  因子分析 クラスター分析 t検定/Z検定 

4 分散分析/ 

多変量分散分析 

 構造方程式 

モデル 

回帰分析 相関分析 

5 回帰分析  t検定/Z検定  分散分析/ 

多変量分散分析 

6 構造方程式 

モデル 

   χ2検定 

7 相関分析    クラスター分析 

8 ノンパラ 

メトリック分析 

   回帰分析 

9 クラスター分析    構造方程式モデル 

 

順位 文化人類学 言語芸術文学 政治学 地理学 法学 その他 

1 記述統計 記述統計 記述統計 記述統計 記述統計 記述統計 

2 相関分析 クラスター 

分析 

 分散分析/ 

多変量分散分析 

  

3 因子分析 因子分析  相関分析   

4 t検定 

/Z検定 

  ノンパラ 

メトリック分析 

  

出所）筆者作成。 

 

 

 

 

 次に，複数の統計的手法のカテゴリの同時利用を表す分割表について検討する。統計的手法同士の共起関係

は，共起頻度によって観察される。ここでは，共起頻度を統計的手法のカテゴリ間の類似性として表現し，そ

れぞれの統計的手法をノードとするネットワークの形式として可視化した。標本内で 1回以上同時に利用され

た統計的手法同士を接続したものを図-1に表した。図-1から，利用頻度が最多とは言えない統計的手法のカテ

ゴリと同時に利用される傾向がある手法が明らかになった。その一つとして構造方程式モデルは，因子分析や

相関分析を用いた研究と同時に利用される傾向があることが分かった。また，クラスター分析は，回帰分析，t
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検定／Z検定，因子分析や χ2検定と同時に利用される傾向があることが分かった。構造方程式モデルは変数間

の関係を分析する手法であり，相関分析や因子分析と類似の状況で利用できる手法である。また，クラスター

分析は因子分析と同時に利用することでセグメンテーションに利用することができる。 

 

図 1 統計的手法の同時利用を表現するネットワーク 

出所）筆者作成。 

 

Ⅴ．考察 

 本稿の焦点は，観光学分野の研究における統計的手法の利用を促すための統計的手法の習得の効率化であっ

た。この目的を達成するため，近年の国内の観光学分野の学術誌に掲載された論文の研究アプローチごとの統

計的手法の利用状況について研究した。それは学際領域であるがゆえに多様な統計的手法が用いられている観

光学において，研究アプローチと利用される統計的手法の関係に着目することで，それぞれの研究者が優先し

て習得すべき統計的手法を明らかにできると考えられるためである。 

 

 研究の第一段階として，研究アプローチと統計的手法の関係を考察した。崔 (2009) において報告されている

研究アプローチの内容分析では，近年では，学際的なアプローチ（2つ以上のアプローチ方法）が最も多く，

次に心理学が続くことが報告されていた。しかし本稿では学際的なアプローチを具体的なアプローチの組み合

わせに分解し，学際的アプローチに含まれる具体的なアプローチの数を集計することにより，最ものべ利用回

数が多いアプローチが経営学であることが明らかになった。このことは既存研究では示されておらず，近年利
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用されるアプローチに変化が生じた，経営学が他のアプローチと同時に（学際的に）利用される傾向が強い，

論文誌の違いによりアプローチに違いが生じたなどの未知の要因が考えられる。また，観光学における研究ア

プローチの時代別の変遷については崔 (2009) や Lee and Law (2012) で研究されてきたが，研究アプローチと

統計的手法の関係に着目した研究は本研究が初である。本稿での分析の結果から，観光学研究においては，研

究アプローチによって利用される統計的手法に違いが生じることが明らかとなった。さらに詳しく考察し，経

営学と経済学は共に利用される頻度の高いアプローチであるが，多くの統計的手法を扱う経営学に対して，経

済学は回帰分析を主に利用し，因子分析を利用しないという違いが見られた。これは，経済学においては経営

学に比して構成概念を導入する必要性が少ないという事情に帰せられるかもしれない。また，経営学と心理学

を比較した場合，共通の統計的手法が数多く用いられる傾向が観察された。この原因はマーケティング分野と

心理学分野の類似性にあるのではないかと考えられる。また，政治学アプローチと法学アプローチは，本稿で

扱った標本においては記述統計しか用いられていないが，この原因が政治学アプローチや法学アプローチの頻

度が少ないためであるのか，二つのアプローチで記述統計以外の統計的手法を使わない傾向が高いためである

のかは，本稿では明らかになっていない。また，言語芸術文学アプローチでは，因子分析とクラスター分析が

利用される傾向があった。因子分析とクラスター分析は，ともにデータの背後にある隠れた構造を明かす分析

手法であり，言語芸術文学アプローチで頻繁に取られる探索的なアプローチに適していると考えられる。これ

らの結果を総括し，研究者が習得すべき統計的手法の優先順位は研究アプローチにより大きく異なり，研究ア

プローチと統計的手法の関係を参照することで，研究者が適切な優先順位を設定可能となることが結論付けら

れた。 

 

 研究の第二段階として，複数の統計的手法の同時利用の傾向について分析した。これは，ある手法を習得し

ている研究者は，その手法と同時に利用される傾向の強い手法を習得することで，前もって習得した知識を活

用できるためである。崔 (2009) においては，統計的手法の頻度については単変量での分析しか行っていないた

め，各手法の利用者人口の算出にとどまっていた。しかし，複数の統計的手法を用いた研究が多数存在する状

況では，無作為に統計的手法を習得するのではなく，共起し易い手法を優先して習得することで，先行研究の

調査を効率化できると考えられる。分析結果から，現在では単独で見ると利用頻度がそれほど高くない手法に

ついて，その手法を習得すべき条件を特定することができた。その例は，回帰分析，因子分析を習得している

という条件で重要度-パフォーマンス分析を習得すること，さらに分散分析，因子分析または回帰分析を習得し

ているという条件でクラスター分析を習得するという条件である。マーケティング分野における応用を考える

場合，前者は，岩崎 (2010) の分析と同様に，因子分析を通して明らかになった満足度の要因とその水準を重要

度-パフォーマンス分析で可視化することにつながる。また後者は，クラスター分析で市場のセグメンテーショ

ンを行い，セグメントの特徴をつかむために因子分析を行うという応用方法が考えられる。このように，統計

的手法の同時利用の傾向が，統計的手法習得の優先順位決定に有用であることが明らかとなった。 
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結論として，本稿では，国内の観光学分野の学術誌の内容分析の結果から，統計的手法の習得における優先

度の設定において有用となる事実を発見することができた。これらの事実は，学際的分野であり広範な統計的

手法の知識が必要となりかねない観光学研究の研究者ならびに読者に対して，統計的手法を用いた研究の理解

および実施を容易にするものである。今後の研究の展望として，これまで筆者が行ってきたノンパラメトリッ

ク分析法の成果を，本研究で明らかになった，多数の研究アプローチが存在するという観光学特有の状況に適

した統計的分析手法の開発に展開していく所存である。 
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【 論 文 】 

世界文化遺産の法的保護 

―熊野参詣道の「歴史の道」事業を手がかりとして整理する― 

A Study on the Legal Protection of the World Cultural Heritage 

As a Clue the "Historical Routes Policy" of Kumano Sankeimichi (Pilgrimage Routes) 

 

峯俊 智穂（MINETOSHI Chiho） 

【要 旨】 

本稿では世界遺産のうち文化遺産に着目し，これに係る法的保護の整理を行うことを目的とする。事例として，文化的景観が評価

されて2004年（平成16年）に世界遺産リストに記載された「紀伊山地の霊場と参詣道」を取り上げる。とりわけ，資産「熊野参詣

道」のひとつである中辺路に着目するが，これだけでも広範囲になるため，和歌山県田辺市本宮町内に限定することとする。方法は，

熊野参詣道が文化財保護法下の文化財として保護されるに至った文化庁の「歴史の道」事業に着目する。 

 

Keywords : 世界遺産保護，文化遺産，熊野参詣道，「歴史の道」事業 
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Ⅰ.はじめに 

１．研究背景 

 世界遺産条約は1，2012年（平成24年）11月に採択40周年を迎えた2。この年，京都市内において日本政府

（外務省・文化庁・環境省・林野庁）主催の記念事業最終会合が開催されている3。テーマは「世界遺産と持続可

能な開発：地域社会の役割（World Heritage and Sustainable Development: the Role of Local Communities）」

であり，40年間の成果が評価された後，持続可能な地球と世界遺産の役割（A Sustainable Earth and the Role 

of World Heritage）とコミュニティの役割の重要性（The Importance of the Role of Community）について議

論された4。これらを取りまとめたものが「京都ビジョン（The Kyoto Vision）」として発表されている。 

 京都ビジョンでは，「我々は，世界遺産条約の履行において…（中略）…地域社会（local communities）と先

住民を含むコミュニティが重要な役割を果たしていることを何度でも強調する。」と示し，世界遺産保護に関し

て「コミュニティの役割」を重要視している。この根拠としてあげているのは，世界遺産条約中の国内的保護規

定（第4条と第5条）である。以下，コミュニティの役割に係る第5条の条文を確認してみる5。 

 

                                                 
 追手門学院大学 地域創造学部 専任講師 Lecturer, Faculty of Regional Development Studies, Otemon Gakuin University 
1 正式名称は「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」。 
2 採択は 1972年（昭和 47年）11月 16日，国際連合教育科学文化機関（UNESCO）第 17回総会。発効は 1975年（昭和 50年）

12月17日。 
3 世界遺産条約採択40周年記念最終会合（京都会合），開催年日は2012年11月6日～8日。 
4 日本語訳は外務省による仮訳を参照した。以下同様。 
5 日本語訳は外務省によるものを参照した。 
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第5条 

締約国は，自国の領域内に存在する文化遺産及び自然遺産の保護，保存及び整備のための効果的かつ積極

的な措置がとられることを保護するため，可能な範囲内で，かつ，自国にとって適当な場合には，次のこと

を行うよう求める。 

(a)文化遺産及び自然遺産に対し社会生活（life of the community）における役割を与え並びにこれらの遺

産の保護を総合的な計画の中に組み入れるための一般的な政策をとること。（以下省略） 

 

 この条文から，世界遺産保護とは社会生活との関わりのなかで成立するものであると捉えられていることがわ

かる。そのため，世界遺産を構成している資産（以下，資産という。）そのものを保護するだけではなく，資産

が所在する社会生活を含めてどのように保護していくのかを考え，取り組む必要性が想定されていると考えられ

る。京都ビジョン中の「行動への呼びかけ（A Call for Action）」でも，「無形文化遺産，文化的・創造的産業な

ど，重要な役割を果たす世界遺産以外の領域を通じて，地域社会の持続性を確保すること。」と示されており，

世界遺産保護のためには持続可能な地域社会の構築が不可欠とされている。 

 

２．問題の所在 

 世界遺産の資産が所在する地域の社会生活の現状をみると，政府による「地方創生」推進の背景にもあるよう

に，少子高齢化・過疎化対策や雇用創出の課題に直面している。地域人口の減少に伴う伝統文化継承の危機も迫

っており，世界遺産保護の将来にわたる管理・運営について危惧されるところである。 

 京都ビジョンが示す「地域社会」について，矢野和彦 （2013）は“local communities”と複数形であることに

着目し，今後は住民自治会や地方公共団体などの伝統的な地域社会に限らず，民間企業や大学を含めた地域社会

以外の複数のプレイヤーが関与すべきであると言及している。更に，文化遺産や文化財についてトップダウン方

式によって「価値付け」を行い保護するだけでは不可能であり，地域社会をはじめとした機関や組織による試み

や工夫の必要性も言及している。この点，拙稿（2014）においても，国際的視点で評価された価値基準からだけ

では地域住民と資産との関わり方が取りこぼされている可能性を指摘した。さらに，地域における地域特有の自

然・地理的条件のなかで培われた地域記憶や生活知を保存・継承するような仕組みや仕掛けづくりの必要性があ

ると課題提示している。   

 現在，世界遺産リスト記載後の効果として，地域における観光資源の役割を果たしていることが多い。そして，

観光振興による地域づくりの手がかりとされるなかで，保護と活用の両立が課題にもなっている。このなかにあ

って筆者は，地域社会内／外のプレイヤーの効果的な関わり方を探り出す作業は，まずは地域社会内で生じてい

る問題の本質を浮き彫りにすることから段階的にみていくべきではないかと考える。作業の第一歩として，世界

遺産に関する法的保護や管理体制について，現状へ至るまでのプロセスを整理する必要があるだろう。 
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３．研究の目的と方法 

 以上より，本稿では世界遺産のうち文化遺産に着目し，これに係る法的保護の整理を行うことを目的とする。

事例として，文化的景観が評価されて 2004年（平成 16年）に世界遺産リストに記載された「紀伊山地の霊場

と参詣道」を取り上げる。とりわけ，資産「熊野参詣道」のひとつである中辺路に着目するが，これだけでも広

範囲になるため，和歌山県田辺市本宮町（以下，旧本宮町という。）内に限定することとする6。 

 方法は，熊野参詣道が文化財保護法下の文化財として保護されるに至った文化庁の「歴史の道」事業に着目す

る。ただし，「歴史の道」事業に関する資料は，西川亮（2014）で指摘されているように，文化庁発行資料や学

術論文における言及は少ない7。本稿は，主に熊野参詣道に係る事業の資料に基づく事実整理に拠るものである

が，資料収集の段階で西川と同様の状況に接したため，さしあたりの整理として位置付ける。以下では，第一に

世界遺産条約の履行における保護と管理に関する概要を確認し，第二に本稿の事例である史跡「熊野参詣道」保

護に関わる文化庁「歴史の道」事業を概観し，第三に本稿対象地域内の熊野参詣道に係る「歴史の道」事業の概

要を確認することとする。 

 

Ⅱ．世界遺産条約の履行における保護と管理 

１．法的保護 

 世界遺産リストに記載された資産の保護（protection）と管理（management）については，世界遺産委員会

が世界遺産条約の履行を促すためにまとめた『世界遺産条約履行のための作業指針8（以下，作業指針という。）』

の第96段落から第119段落までのなかに記されている。 

 

（１）資産（Property） 

 世界遺産の資産に係る法的保護については，第 96段落から第 107段落までに記されている。第 96段落では

資産の「顕著な普遍的価値（outstanding universal value）」や「真正性（authenticity）」または「完全性（integrity）」

が，リストに記載された当時の状態を維持・強化されるように担保すべきことが定められている。それらに関わ

る，締約国内における法的保護に関しては第97段落に記されている。以下で確認する。 

 

第97段落 

世界遺産リストに記載されているすべての資産は，適切な長期的立法措置，規制措置，制度的措置，及び

／又は伝統的手法により確実な保護管理が担保されていなければならない。その際，適切な保護範囲（境

界）の設定を行うべきである。締約国は，リスト記載推薦資産についても，同様に，国，地域，市町村の

                                                 
6 世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の資産である「参詣道」は，大きく①熊野参詣道，②高野山町石道，③大峰奥駈道から成る。

熊野参詣道は小辺路，中辺路，大辺路，そして伊勢路に分類される。このうち，本稿では「中辺路」を取り上げる。 
7 西川亮「文化庁『歴史の道』事業に関する研究」『学術講演梗概集2014』一般社団法人日本建築学会，2014年，1111頁。 
8 “The Operational Guidelines for the Implementation of the World Heritage Convention”の日本語訳。本稿では“WHC.05/2, 2 

February2005”の文化庁仮訳を参照しつつ適宜筆者が翻訳を行った。 
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各段階における適切な保護対策及び／又は伝統的手法による適切な保護対策を具体的に示すことが求め

られる。（以下省略） 

 

日本に所在する世界遺産の資産も，日本の法律や伝統的手法によって保護管理が成されていることになる。実

際，日本の文化遺産の場合，資産のほとんどは日本政府から世界遺産センターへ推薦される時点で，文化財保護

法によって文化財に指定され保存（preservation）管理されている。そのため，第 97 段落にある「適切な保護

範囲（境界）」設定も文化財を保存するために設定された範囲に拠るところとなる。 

 

（２）緩衝地帯（Buffer Zone） 

 第103段落では世界遺産の資産を保護するために必要な場合は「緩衝地帯」を設定するよう定めている。具体

的には 104段落から 107段落までに記載されている。この緩衝地帯が担う役割については，第 104段落におい

て次のように記されている。 

  

第104段落 

緩衝地帯は，推薦資産の効果的な保護を目的として，推薦資産を取り囲む地域に，法的又は慣習法的手法に

より補完的な利用・開発規制を敷くことにより設けられるもうひとつの保護の網である。推薦資産の直接

のセッティング，重要な景色やその他資産の保護を支える重要な機能をもつ地域又は特性が含まれるべき

である。緩衝地帯を成す範囲は，個々に適切なメカニズムによって決定されるべきである。（以下省略） 

 

 これより大きく４点がわかる。第一に，緩衝地帯は世界遺産の資産ではなく，資産の効果的な保護のために範

囲設定される。第二に，資産と同様に国内法が適用されている。第三に，「補完的な利用・開発規制」といった

利用制限がかけられる。そして第四に，緩衝地帯の保護対象は「重要な景色やその他資産の保護を支える重要な

機能をもつ地域又は特性が含まれる」ことから，範囲は資産よりも広くなる。 

 以上より，世界遺産保護とは資産の保存管理だけではなく，緩衝地帯を含めて総じて取り組まれるものである

ことがわかる。それでは，広範な世界遺産の保護管理はどのように実施されているのか。次節にて確認してみる。 

 

２．保存管理計画 

 世界遺産の保護管理体制（management systems）については，第108段落から第118段落に記されている。

以下で，本稿に関わるものを確認してみる。 

 

第108段落 

各推薦資産には，資産の顕著な普遍的価値をどのように保存すべきか（参加型手法を用いるのが望ましい）

について明示した適切な管理計画の策定又は管理体制の設置を行うこと。 
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 第108段落に記されているように，資産が所在する都道府県は「参加型手法（participatory means）」によっ

て「保存管理計画」策定や管理体制を敷くことが求められている。それはなぜか。この参加型の管理体制につい

ては，以下の段落で次のように記されている。 

 

第110段落 

どのような管理体制が効果的かは，推薦資産のタイプ，特性，ニーズや当該資産が置かれた文化，自然面で

の文脈によっても異なる。管理体制の形は，文化的視点，資源量その他の要因によって，様々な形をとり得

る。伝統的手法，既存の都市計画・地域計画手法やその他の計画手法が使われることが考えられる。（以下

省略） 

 

第111段落 

上記の多様性を認識したうえで，効果的な管理体制に共通する要素として，以下のものが挙げられる。  

a) 参加型計画と関係者との協議プロセス使用を含み，すべての関係者が資産についての理解を十二分に

共有していること。 （以下省略） 

 

 上記の作業指針内容から，管理体制に参加型手法が求められている背景には，資産にとって効果的な保護管理

とは当該資産が成り立った地域の自然的・文化的関係性を汲み取り，その関係性に応じて適切な手法が採られる

べきであると捉えられていることがわかる。この点からも，緩衝地帯は資産の保存管理を補完するために設定さ

れた範囲としてだけでなく，資産と連続したものとしてそれ自体の保護のあり方も重要視されていることが窺え

る。  

 また，第111段落の「参加型計画と関係者との協議プロセス使用を含み」は2015年改正で新たに追加された

文言であることから，京都ビジョン以降，世界遺産保護とは資産の保存管理に係る関係者だけで図るのではなく，

緩衝地帯の住民や多様な関係者を含めて，資産そのものや地域との関わりについて理解と共有が求められるよう

になったと考えることができる。以上を踏まえて，次章では事例をみていく。 

 

３．事例：資産「熊野参詣道」（世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」） 

 本稿で対象としている世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」は，文化遺産のうち「文化的景観（Cultural 

Landscapes）」が評価されたものである。作業指針第47段落では「自然と人間との共同作品（combined works 

of nature and of man）」に相当するものであると定義づけられている。そのため当該世界遺産の文化的景観保護

においては，参詣道周辺の森林等の自然的要素と参詣道沿いの集落等の人文的要素を含めた周辺地域の保存管理

が進められている。 
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（１）法的保護 

 資産「熊野参詣道」は，日本の文化財保護法下では文化財種類の記念物のうち「史跡」に指定されている。緩

衝地帯は，本稿の対象地域である中辺路（和歌山県田辺市内）の場合，自然公園法による第３種特別地域や普通

地域，森林法による保安林，そして田辺市歴史文化的景観保全条例による景観保全地区，として保護が図られて

いる。 

 

（２）管理体制 

 世界遺産リスト記載後の保護管理体制の整備については，翌年度（2006年 3月）に『世界遺産「紀伊山地の

霊場と参詣道」和歌山県保存管理計画（分冊３）』が策定されている。この計画の目的は，参詣道，霊場，自然

名勝地，動植物種・地質鉱物，歴史的建造物等から成る資産とそれらの周辺環境を「将来にわたって確実に保存

管理する」ことにある。そこで，保存・管理の基本方針として，①資産の諸要素の特定，②資産の諸要素ごとの

性質に応じた保存・管理の方法の明示，③現状変更等の取扱方針及び基準の明示，④周辺環境を構成する諸要素

の特定とそれらの保存・管理の方法の明示，⑤整備活用の基本方針の明示，⑥保存管理と整備活用を適切に実施

するための運営体制の整備に関する方針の明示，の６点が掲げられている9。 

 これに係る保存管理基準は次のとおりである10。保存管理の方針としては指定された時点の現状保存が図られ

る。例えば，①建築物の新築・増築・改築・除去，②工作物の設置・改修・除去，③土地の形質変更，④木竹の

植栽・伐採，⑤復旧・修理等の各種整備事業，⑥発掘調査等の学術調査，は原則として許可されない。 

 ただし，参詣道の整備については，道の特性を十分に考慮し，現状における形態の維持を基本としながらも必

要に応じて機能と構造の復旧・復元を行い，利用者の便益のための諸施設を設置することが基本とされている。

この考え方は，1998年（平成10年）に策定された「和歌山県『歴史の道』活用推進総合計画」による和歌山県

下の歴史の道の総合的な整備活動のあり方でも既に示されていることが言及されている11。以下で考え方の背景

にあたる箇所を抜出してみる12。 

 

古来，人々が往来してきた道は，時代の移り変わりとともに生まれ，変容しつつ維持されてきたものであ

る。したがって，道自体がそれぞれの時代の歴史・文化を色濃く反映する文化遺産であるとともに，道が歴

史・文化の流れを導き伝えて来たともいえる。このように，「道」は空間としての自然環境・人文環境及び

有形・無形の様々な要素が絡み合って成立しているものであることから，道の歴史性・文化性を後世に伝達

                                                 
9 和歌山県『世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」和歌山県保存管理計画（分冊３）』，2006年，19頁。 
10 和歌山県『世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」和歌山県保存管理計画』，2006年，61頁。詳細については，文化財保護法第125

条（現状変更等の制限及び原状回復の命令）・第 43条（現状変更等の制限），特別史跡名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物の現

状変更等の許可申請等に関する規則第4条（維持の措置の範囲），文化財保護法施行令第5条第4項，文化財保護法施行令第5条第

4項第 1号イからリまでに掲げる史跡名勝天然記念物の現状変更等の許可の事務の処理基準について（平成 12年 4月 28日庁保記

第226号文化庁次長通知）の共通事項・個別事項に定められている。 
11 和歌山県『世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」和歌山県保存管理計画（分冊３）』，2006年，49頁。 
12 前掲註(12)，49頁。 
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するためには，適切に整備を行い，地域の風土と一体的に保存・活用していく視点が必要である。 

 

これより，本稿事例における世界遺産保護とは，資産である参詣道の範囲を明確に設定し，その範囲の現状維

持のために保存管理を行うことだけではないことが示されていると理解できる。そして，「道」は自然環境，人

文環境空間，そして有形・無形の諸要素が絡み合う空間であると捉えており，それゆえ，地域の風土と一体的に

保存・活用していくべきという考え方にあることが窺える。 

 それでは，道の空間的保護の考え方が登場する背景には何があったのか。資産「熊野参詣道」が文化財の史跡

指定に関わる文化庁の「歴史の道」事業を確認する必要がある。 

 

Ⅲ.「歴史の道」事業 

１．背景 

 「歴史の道」とは，文化財保護法下の文化財に新しいカテゴリーとして設定されたものではない。文化庁によ

って1978年度（昭和53年度）から開始された国庫補助事業であり，調査事業と整備事業から成る。1950年（昭

和 25年）に文化財保護法が施行されて以降，文化財保護は高度経済成長等の時代の流れに応じて強化され，改

正を繰り返すことになる。開発に伴う破壊のなかで歴史的な集落や街並みの保存を図るため，1975年（昭和50

年）一部改正では重要文化財について建造物と一体をなす価値ある土地についての指定が図られるようになっ

た。また，文化財のカテゴリーに「伝統的建造物群」が新設され，伝統的建造物群保存地区の制度が発足した。

このような流れのなかで「歴史の道」も登場することとなる。この登場背景については，文化庁「『歴史の道』

調査費用補助について」の目的に次のように記されている13。 

 

古くから文物や人々の交流の舞台になってきた道・河川・運河などの交通路は，我が国の歴史を知る上でき

わめて重要な意味を持っているが，これまでは，並木街道，関跡，一里塚などごく一部の交通関係の遺跡に

ついて部分的に史跡に指定して保護措置を講じてきた。ところが近年における国土の開発，とりわけ道路

改良事業，農業基盤整備事業，造林事業などによって，これらの道などをはじめとする交通関係の遺跡は急

激に失われてきており，例えば，江戸時代の五街道のような誰でもが知っている道ですら，地図上で復原

し，プロットすることが困難になってきている。そこで，これらの「歴史の道」ともいうべき江戸時代以前

の古い道・河川等交通関係の遺跡を周囲の環境を含めて総合的かつ体系的に把握，調査し，国民が親しみ，

我が国の成り立ちを振り返る一助としようとするものである。 

 

 以上より，事業の目的は①道路改良事業，②農業基盤整備事業，③造林事業などにみられるよう，開発や生活

様式の変化に伴い荒廃した道の保存のためであることがわかる。それでは，なぜ「保存」することが必要とされ

                                                 
13 文化庁文化財保護部『月刊文化財3月号』，第一法規出版株式会社，1988年，8頁。 
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たのか。上記「目的」をみると「我が国の歴史を知る上できわめて重要な意味を持っている」と記されている。

この点に関連して，事業構想準備段階時に文化庁文化財鑑査官であった伊藤延男（1977）は次のように述べてい

る14。 

  

（前略）しかるに，近時の開発は，日本全国を急速に変化せしめており，道もまた大規模に改変され，昔の

面影は失われつつある。さらにいえば，すでに以前から忘れられている古道については，現在，忘却と開発

という二重の危機が襲ってきているのであり，その価値が認識されないまま葬り去られようとしている。

（中略）道に沿っては，他にも各種の文化財が存在する。まず直接的な関連を持つものとしては宿場があ

る。（中略）文化の動脈である道がなかったらば，その成立が考えられないものが多数あるに相異ない。 

 

 伊藤は当時新設されたばかりの伝統的建造物群をはじめ，有形文化財，無形文化財，民俗文化財，そして記念

物といった個々の文化財は，地域の道に沿って形成された住民生活のなかで成立したものであることを言及して

いる。それゆえ，文化財を「道」を軸とした周辺環境を含めて整備することで，開発からだけでなく「忘却」か

らも保護しようと考えられていたことが窺える。 

 

２．事業概要 

 上述したが，「歴史の道」事業とは，調査費補助と整備費補助の２つから構成されている。 

 

（１）調査費補助 

 まずは都道府県を補助事業者として調査事業が行われた。この事業において補助事業対象，つまり「歴史の道」

とされたのは，江戸時代以前の道・河川・運河等の交通路とこれらに関わる遺跡である。具体的な調査事項は，

道・河川・運河等はもちろんであるが，加えてこれらに沿う「地域（両側それぞれ約 1km幅の街道等文化圏）

に遺る遺跡」，道・運河の歴史的意義・格・沿革，そして道・河川・運河の周囲の環境の現状と特性等について

であった。これより，江戸時代の以前の道と，その周囲の環境を含めて総合的に調査・保存が試みられていたこ

とがわかる。ただし，「約1km幅」と定めた根拠については明示されていない15。 

 尚，事業構想当時は全国的な展開が予定されていたが，スタートとなる 1978年度（昭和 53年度）は，本稿

対象である熊野参詣道（和歌山県部分），中山道（長野県部分），奥の細道（宮城県部分）の中から地区が選定さ

れ実施された。 

 

（２）整備費補助 

 次に，各都道府県で実施された基礎調査の結果に基づいて市区町村を補助事業者とした整備事業が行われた。

                                                 
14 伊藤延男「『歴史の道』の整備について」文化庁文化財保護部『月刊文化財11月号』，第一法規出版株式会社，1977年，4頁。 
15 この点，歴史の道事業に関して研究している西川亮（2014）で指摘されている。 
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文化庁が補助対象として決定した地域の要件は２点ある。第一に，開発による破壊度が少なく，「道」自体そし

て「道」と密接な関係を持つ歴史的遺産，自然環境等が往時の歴史的環境をよくとどめていること，第二に，第

一に併せて関係地方公共団体をはじめ地元の保存意欲が高いことである。 

 補助対象事業の内容は①「道」自体の整備，②「道」にかかわる遺跡等の整備，③標識・説明板等の整備，④

活用・管理施設等の整備，である。以下に，本稿で関わる①「道」自体の整備に該当する箇所を抜出してみる。 

 

「道」の復旧・石畳・雁木・側溝・石積等「道」の構造の復原整備及び樹木の補植等。なお道の種類ごと

の取扱い方針は以下のとおりとする。 

 

国道・都道府県道：「道」が国道・都道府県道と重複又は交差している部分は原則として，整備事業の対象

としない。 

市町村道：現に機能している市町村道については，「道」の歴史的価値の保存と活用の見地からとくに復原

整備の必要がある場合（例えば石畳・雁木・側溝・石積等）を除き整備事業の対象としない。現に機能し

ていない市町村道の整備は，原則として整備事業の対象とする。 

里道：管理者である市町村長の同意を得た場合は，整備事業の対象とする。 

上記以外の道（農道・林道）：原則として整備事業の対象としない。 

 

 これより，原則として整備事業の対象とされたのは「現に機能していない市町村道」であったことがわかる。

つまり，地域住民の歴史的な文化形成に関わりながらも，事業当時には利用されなくなった市町村道であった。

尚，整備が終了した道については，適宜，文化財保護法下で史跡指定され保存活用が図られることとなった。 

  

３．事例：熊野参詣道 

 世界遺産の資産である現在の史跡「熊野参詣道」は，文化庁によって2000年（平成12年）11月に史跡「熊

野参詣道」として指定されていたものが，2002年（平成 14年）12月に「史跡の分離・追加指定・名称変更」

されたものである。これにより，（新）熊野参詣道と（新）熊野三山の大きく 2つに分けられることとなった。

また，（新）熊野参詣道には，参詣道として良好に保存されている地域が追加指定されている。例えば，小辺路，

伊勢路，つぼ湯，そして熊野川などが該当する。つまり，「歴史の道」整備事業を経て史跡指定されたのは「（旧）

熊野参詣道」であり，世界遺産の資産は「（新）熊野参詣道」となる。 

 

（１）「歴史の道」調査概要 

 （旧）熊野参詣道の「歴史の道調査」は，1978年度（昭和53年度）に和歌山県が文化庁から国庫補助を受け
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た事業として実施されている16。この調査事業の報告書である『歴史の道調査報告書（Ⅰ）―熊野参詣道とその

周辺―』（1979）には，「熊野参詣道の歴史的意義」「熊野参詣道の現状と変遷」「熊野参詣道の周囲の現状と特性」

がまとめられている。 

 熊野参詣道の現状と変遷に係る旧本宮町内の範囲（三越峠～請川）については，次のような記述がみられる17。 

 

今其の道は里道，農道，林道として改修されたところもあり古道の沿線の人家は過疎のため廃屋となり古

道も不明のところもあるが本宮町内の古道は昔の姿を九分通りとゞめている。 

 

 これより，調査事業当時の道の一部は地域住民によって「里道，農道，林道」として使用されていること，過

疎化が進んでいること，そして旧本宮町内では大部分が昔（当該事業では江戸時代以前）の道の形を留めていた

ことがわかる。 

 

（２）「歴史の道」保存整備事業 

 旧本宮町内の（旧）熊野参詣道に係る保存整備事業は1978年度（昭和53年度）から1982年度（昭和57年

度）までの５カ年，国と和歌山県から助成金を受け，継続事業として実施された18。この整備工事に係る報告書

として和歌山県本宮町教育委員会編集『歴史の道 熊野道 整備報告書』（1983）が発行されている。これによる

と，整備内容は，①「道」自体の整備，②標識，説明板等の整備，③便所，休憩所の整備，であったことが記さ

れている。本稿に関わるのは①「道」自体の整備であるため，この点に着目して報告書中「整備の基本方針」を

確認すると，次のように記載されている19。 

 

 整備にあたり，整備方法についての基本方針は以下のとおりです。 

（１）「道」について 

国道 「道」が国道と重複又は交差している部分は原則として整備事の対象としない（歴史的遺産としての価

値が低い） 

町道・農道・林道等についても，それを保存整備することは，生活や，生産活動等に支障をきたす恐れがあり

不適切である。 

したがって整備対象となる「道」は，現に機能していない町道や里道，河川に係る「道」等を主体に選定した。 

 

 これより，本事業で保存整備の対象とされた道は，国道と重複や交差せず，「現に機能していない町道・里道」

                                                 
16 事業担当は和歌山県教育委員会文化財課であり，事業の大部分は社団法人和歌山県文化財研究会に委託・実施された。 
17 和歌山県文化財研究会『歴史の道調査報告書（Ⅰ）―熊野参詣道とその周辺―』和歌山県教育委員会，1979年，42頁。 
18 熊野街道の保存整備事業は，1983年（昭和58年）3月31日に完成した。 
19 和歌山県本宮町教育委員会『歴史の道（熊野道）整備報告書』和歌山県本宮町，1983年，10頁。 
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であったことがわかる。そして，農道や林道は生活・生産活動に支障をきたす恐れがあるという理由から保存整

備対象には含まれなかったこともわかる。 

 

（３）「歴史の道」活用事業 

「歴史の道」の保存状況について，調査事業が開始されてから約20年後の1998年（平成10年）に，和歌山県

下における熊野参詣道や高野山町石道を含む歴史の道の総合的な整備活用の在り方を示した『和歌山県「歴史の

道」活用推進総合計画策定書』が発行されている。この策定書には道の現状について次のように記されている20。 

 

全く昔のままの道はごく僅かで，ある程度歴史性を感じさせる道は一定残っているが全体からみれば多く

はない。そこにはまた，道と周辺環境及びその文化を一体的に支えてきた地域の人々の暮らしや意識の変

容，過疎又は都市化によるコミュニティの弱体化，世代間の文化的断絶などの社会の変化による影響も大

きく，文化財保存における根本的な問題ともなっている。 

 

 ここから，2000年（平成12年）4月に世界遺産登録推進室が設置される２年前の「歴史の道」の保存状況が

窺える。和歌山県下を総じているため個別の違いはあるだろうが，事業開始当時と比べ周辺住民との関わりに大

きな変化が生じていることがわかる。 

 1983 年（昭和 58 年）に整備事業が終了して以降，「道」は 1986 年（昭和 61 年）に本宮語り部の会結成，

1987年（昭和62年）9月から1988年（昭和63年）3月までの「ふれ愛紀州路キャンペーン」，1990年（平成

2年）8月 18日から 10月 21日までの「ふれあい紀州路歴史の道キャンペーン熊野古道ピア」，1994年（平成

6年）7月から 9月までの「世界リゾート博」，1996年（平成 8年）の文化庁「歴史の道百選」選出，1998年

（平成 11年）4月から 9月までのジャパンエキスポ南紀熊野体験博，等で主に観光者を対象とした活用が図ら

れていたことがわかる。道が保存される一方で，道や周辺環境を担ってきた地域社会は過疎化を続けていたので

ある。 

 

Ⅳ．まとめ 

 熊野参詣道の文化財「史跡」指定にあたり，前段階の文化庁「歴史の道」事業で対象とされたのは，地域住民

の歴史的な文化形成に関わりながらも生活・生産活動において「機能していない道」であったことがわかった。

ただし，これは保護政策のための範囲設定であり，このときに地域住民の自然的・文化的関係性がどれだけ汲み

取られていたのかについて，資料をみる限り不明である。また，史跡指定によって「機能していない道」の保存

管理は将来へわたって実行されていく一方で，深刻な高齢化と人口減少のなかでかつては「機能していた道」も

「機能していない道」へと変化しつつある。世界遺産を含んだ変化する地域社会の空間は，どのように保護し，

                                                 
20 和歌山県教育庁文化財課『和歌山県「歴史の道」活用推進総合計画策定書』和歌山県教育委員会，1998年，16頁。 
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そして活用することが可能であるのか。 

以上を踏まえ今後の研究課題を２点あげておきたい。第一に，本稿で確認した作業指針や「歴史の道」事業は

ボトムアップの考え方を含意していながらも，保存管理を第一の目的としたトップダウン式であることは否定で

きない。そのため法的保護に係る地域住民へのプラス／マイナス影響について，郷土資料や地域住民へ聞き取り

調査を行い整理・考察する必要があるだろう。第二に，本稿では主に文化財保護法下の史跡「熊野参詣道」指定

経緯の整理を試みたが，自然・人文環境や有形／無形の諸要素が絡み合う空間保護のあり方を考える場合，緩衝

地帯保護に係る自然公園法，森林法，そして市の条例といった法制度や政策の関連性も考察する必要がある。別

稿にて試みることとする。 
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【 論 文 】 

観光圏整備法制に関する考察 

－観光圏整備法立法過程とその意義及び課題－ 

A study of the law of tourism zone development 

-The legislation process of the law of tourism zone development and its significance and challenges- 

 

近藤 祐二（KONDO Yuji） 

【要  旨】 

 観光分野がわが国の経済的成長戦略に盛り込まれ，この分野の躍進が大きな期待を受けることになって十数年

が経過した。「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」（以下，観光圏整備法と略す）

は観光立国推進基本計画に定められている「国際競争力の高い魅力ある観光地の形成」を実現するための仕組み

づくりをおこなう政策の根拠法として位置づけられ，「観光圏を構成する観光地相互間の連携による観光地の魅

力と国際競争力を高める」ことをその目的としている。本稿は「観光圏整備法」の成立に至る過程とその意義,

課題を考察することが目的である。Ⅱ章では観光圏整備法の立法理由と政策的な背景を観光庁資料や先行研究か

ら考察した。Ⅲ章では衆議院での審議過程を検証しながら国土交通委員会での発言を取り上げこの法案の立法背

景を考察した。Ⅳ章では当該立法後の影響と今後の課題についてまとめとした。 

 

Keywords：観光圏整備，立法過程 

 

目  次 

Ⅰ．はじめに 

Ⅱ．立法理由と意義 

Ⅲ．立法過程 

Ⅳ．当該立法の影響と課題，まとめ 

 

Ⅰ．はじめに 

 観光分野がわが国の経済的成長戦略に盛り込まれ，この分野の躍進が大きな期待を受けること

になって十数年が経過した。2003 年小泉純一郎総理大臣の施政方針演説で観光立国実現への具

体的目標を掲げ新成長戦略に盛り込まれたのをはじめ，2006 年には議員立法による「観光立国推

進基本法」の成立を皮切りに，観光政策は政治的な追い風を受けるなか数々の諸政策遂行のため

の立法整備がなされてきた。  

「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」（以下，観光圏整備法と略

す）は観光立国推進基本計画が定める「国際競争力の高い魅力ある観光地の形成」を実現するた

めの仕組みづくりをおこなう政策の根拠法として位置づけられ，「観光圏を構成する観光地相互

間の連携による観光地の魅力と国際競争力を高める」ことをその目的としている。本稿は，観光

圏整備法の立法過程を題材に法制度と作用の相互性を捉え，法案審議過程での発言内容等を通し

て本法の意義，課題を考察することが目的である。  

 

                                                   
 追手門学院大学 社会学部 非常勤講師 

Lecture（Non-Full-time）, Faculty of Sociology, Otemon Gakuin University 
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Ⅱ．立法理由と意義 

１．政策背景 

2006 年 12 月議員立法による「観光立国推進基本法」が成立し 2007 年 1 月 1 日より同法が施

行された。それを受けて 2007 年 6 月に閣議決定された「観光立国推進基本計画」では，今後 5

年間を計画期間とし，訪日外国人旅行者数の具体的な目標数値などを定めた 5 つの目標計画を達

成するため４つの主要施策を定められた。施策別に見れば特に予算額も大きく 7 省庁が取組んで

いる「国際競争力の高い魅力ある観光地の形成」が大きな課題として取り上げられた。  

また,我が国の観光市場は大部分が国内の観光客で形成されており，訪日外国人の市場はわずか

6％に過ぎないのが現状である1。国内観光客が訪れる観光地は，多くは団体観光客向けの「通過

型観光地」として機能してきており，家族や小グループ向けの「滞在交流型観光地」として観光

客の要望に十分に対応できていない。小さなエリアの観光地が独自でこのようの要望に答えてい

くには限界があり同じ問題を抱えている周辺のエリアと連携していくこと，地域経済の発展のた

めには周辺のエリアに連携させることにより，国内観光客はもとより海外からの観光客にも滞在・

交流を促進していくことが重要である。  

そして，観光産業は多くの他業種とのかかわりがあり，商・工・農水・交通などの業種との連

携が必要でそれらを取り持つ官と民の連携も求められる。そのため，観光関連の関係者が一体と

なり，一元的に取りまとめる組織設置の必要性も求められる。  

以上のような政策背景から日本人のみならず外国人観光客も満足するような魅力ある観光地の

形成を図るために，「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律案」が内閣

により第 169 回国会に提出された。 

 

２．議案趣旨 

議案要旨は以下のとおり記載されている。  

本法律案は，観光立国の実現に向け，観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在を促進する

ための地域における創意工夫を生かした主体的な取組を総合的かつ一体的に推進することを目的

として，所要の措置を講じようとするものであり，その主な内容は次のとおりである。  

 

一，「観光圏」とは，滞在促進地区（観光旅客の宿泊に関するサービスの改善等に係る事業を

重点的に実施しようとする地区）が存在し，自然，歴史，文化等において密接な関係が認め

られる観光地を一体とした区域であって，当該観光地相互間の連携によりその魅力と国際

競争力を高めようとするものをいう。  

                                                   
1 赤松宏和（2008）「外国人観光客対策から国内観光圏育成へのかじ取り」～観光圏の整備による観光旅客の来

訪及び滞在の促進に関する法律案～『立法と調査』No.279 
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二，主務大臣（国土交通大臣及び農林水産大臣）は，観光圏の整備による観光旅客の来訪及

び滞在の促進に関する基本方針を定めるものとする。  

 

 三，市町村又は都道府県は，基本方針に基づき，単独で又は共同して，観光圏及び滞在促進

地区の区域，観光圏整備事業及びその実施主体に関する事項等について定めた観光圏整備

計画を作成することができる。 

 

 四，観光圏整備計画を作成しようとする市町村又は都道府県は，計画の作成に関する協議及

びその実施に係る連絡調整を行うため，協議会を組織することができることとし，協議会

において協議が調った事項については，協議会の構成員はその協議の結果を尊重しなけれ

ばならない。 

 

 五，観光圏整備事業を実施しようとする者は，共同して，観光圏整備実施計画を作成し，こ

れに基づき当該事業を実施するものとする。  

 

 六，観光圏整備事業を実施しようとする者は，共同して，国土交通大臣に対し，観光圏整備

実施計画が観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進を適切かつ確実に図るため

に適当なものである旨の認定を申請することができることとし，国土交通大臣は，一定の

基準に適合すると認めるときは，その認定をするものとする。  

 

 七，法律の特例について次のように定める。  

１ 市町村又は都道府県が，観光圏整備計画に農山漁村交流促進事業に関する事項を定め，当

該計画を主務大臣に送付したときは，農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の

促進に関する法律」の規定による活性化計画の提出があったものとみなし，交付金の交付

に関する同法の規定を適用する。  

 

２ 滞在促進地区において旅館業を営む者が，認定された観光圏整備実施計画に従って観光

圏内限定旅行業者代理業を実施するときは，旅行業法に基づく旅行業者代理業の登録を受

けたものとみなす。 

 

３ 国際観光ホテル整備法，道路運送法，海上運送法等に基づく手続のうち一定のものにつ

いて，認定された観光圏整備実施計画に係る特例を定める。  
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Ⅲ. 立法過程 

１．本法律案の審議過程概要 

この法律案は 2008 年 1 月 29 日（火）に第 169 回国会に内閣より，件名 「観光圏の整備によ

る観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律案（内閣提出第 11 号）」として提出され同年 4 月

15 日（火）に衆議院に付託された。  

審査を付託された国土交通委員会では 4 月 15 日（火）に趣旨説明聴取が行われ，6 日（水）と

18 日（金）に政府参考人出頭要求決議と質疑が行われた。そして，4 月 22 日（火）に付帯決議

が附され採決され全会一致（自民，民主，公明，共産，国民）で可決された。同日，衆議院本会

議においても全会一致（自民，民主，公明，共産，社民，国民）で可決し本法律案は参議院に送

付される。5 月 16 日（金）参議院本会議でも全会一致で可決され，5 月 23 日（金）法律第 39 号

として公布された。 

  

２. 委員会審査経過 

2008 年 1 月 29 日に第 169 回国会に内閣より提出された法律案は，平成 20 年 4 月 1 日衆議院

国土交通委員会に付託され即日審議がおこなわれた。同委員会においては法案の内容や観光振興

についての様々な問題点の審理がなされた。  

審理冒頭に国土交通大臣より法案の趣旨説明が以下のとおりおこなわれた。  

 

我が国においては，政府を挙げて観光立国の実現に向けた施策を推進しているところです

が，観光は，地域において，消費の増加や新たな雇用の創出など幅広い経済効果をもたらし，

また，地域の方々が誇りと愛着を持つことができる活力に満ちた地域社会の実現を促進する

ものであります。特に，地域への経済効果の観点からは，宿泊を伴う滞在型観光の促進が有

効であります。 

現在，我が国の各地域において観光地づくりの取り組みが行われておりますが，国際競争

力の高い魅力ある観光地の形成を図り，国内外からの観光旅客の来訪及び滞在を促進するた

めには，それぞれの地域の自然，歴史，文化等の特色を生かし，幅広い関係者が連携して取

り組むことが重要となっております。 

このような状況を踏まえ，地域の関係者が一体となって行う創意工夫を生かした取り組み

を積極的に支援し，観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在を促進するため，この法律

案を提案することとした次第です2。 

   

                                                   
2 冬柴鐵三（国土交通大臣）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 11 号」2008 年 4 月 15 日。 
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本保芳明国土交通省大臣官房総合観光政策審議官による法案の特徴が説明された。  

 

この法律案には，大きく四つの特徴があると考えております。第一は，農林水産省との共管

によりまして農山漁村活性化制度による支援ができることでございます。第二は，国土交通

省としての総合力を生かしまして，ソフト，ハードの連携による支援を行うことでございま

す。第三は，事業の成果が出ますように，事業者が観光庁長官に政策の改善を提案できるこ

とでございます。第四は，ホテル，旅館による宿泊者への旅行商品の販売を可能にするなど，

民間セクターの活力再生のための規制緩和を導入したことでございます3。 

 

また，現在のわが国の観光市場の課題についても説明がなされ，滞在交流型観光の経済的な効

果が述べられた。 

 

国土交通省では，旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究というものを行っておりま

すが，これによりますと，平成十八年度の国内の旅行消費額は約二十三・五兆円になってお

ります。そのうちの約三分の二の六六・六％が宿泊旅行に伴うものということでございまし

て，日帰り旅行による消費額は四・七兆円，割合にして二〇・一％でございますので，宿泊

旅行が大きな経済的効果を持っているということがわかるのではないかと思っている次第で

ございます4。  

 

滞在交流型観光地開発の必要性についても審理がおこなわれ，盛山正仁衆議院国土交通委員会

委員より国内観光客が訪れる観光地は家族や小グループ向けの「滞在交流型観光地」として観光

客の要望に十分に対応できていないという意見が述べられた。  

 

この観光圏の整備の法律でございますが，ポイントは滞在型の観光を進めるというところ

が大きいのかなと思っているわけでございますが，現状は，残念ながら，なかなか連泊をす

るというような形での滞在型のサービスに，特に日本の和風の旅館の場合，なっていないん

じゃないかなと思うわけでございます5。 

 

本保芳明国土交通省大臣官房総合観光政策審議官からも同趣旨の意見が述べられた。  

                                                   
3 本保芳明（国土交通省大臣官房総合観光政策審議官）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 12 号」

2008 年 4 月 16 日。 
4 本保芳明（国土交通省大臣官房総合観光政策審議官）の発言。前掲  
5 盛山正仁（第 169 回国会 衆議院国土交通委員会委員）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 13

号」2008 年 4 月 18 日。 
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現在の旅館のサービスは，いわゆる一泊二食，要するに一泊を前提としたようなサービス

が多いというのが実態かと思います。そうした中で，ゆっくり滞在を楽しんでいただけるよ

うな状況をつくっていくためには，旅館等でも旅館サイドでの改革，対応が必要だと思って

おります。6 

 

高木陽介衆議院国土交通委員会 理事からは，観光客は小さなエリアの行政区にこだわって訪

れているのでないので，周辺のエリアと連携させることにより，滞在・交流を促進していくべき

である旨の意見が述べられた。  

 

どうしてもお役所が考えると，縦割りという考え方の中，今度観光庁ができまして，ある意

味では省庁横断的にさまざまな観光施策を融合させていく，それはそれでしっかりやっても

らいたいんですが，例えば旅行に行く人の立場から見ると，これは外国人だろうが日本人だ

ろうが，余り県だとかこだわっていないんですよね。別に何々県に行こうなんて思っていな

いわけです7。 

 

観光産業は多くの他業種とのかかわりがあり，商・工・農水・交通などの業種との連携が必要

でそれらを取り持つ官と民の連携も求められる。飯高悟農林水産省農村振興局企画部長からは業

種の垣根を越えた取り組みが更なる相乗効果を生む旨の説明がなされた。  

 

この法案に基づきまして観光圏整備の取り組みを行うことは，観光地の魅力向上のみなら

ず，農山漁村の活性化にとっても大変意義のあることだというふうに私どもも認識しており

ます。 

観光圏の中に農山漁村での体験交流が位置づけられまして，農山漁村活性化のための施設

整備の支援のほかに，情報発信ですとか交通アクセス改善の取り組みなどが支援の対象とな

りますことで，来訪者の人口の拡大などによる活性化などが期待されるところでございます。 

例えば，鹿児島県の例を出しますと，観光関係業者，交通関係業者，農林水産業者などが連

携をいたしまして観光ルートをつくり，行うことによりまして，従来，幕末維新関係の史跡

ですとか桜島を訪れていた観光客，そういった方々が周辺の農山漁村にも訪れて，農林漁家

民宿に宿泊したり，あるいは農家レストランでの食事，棚田の景観，あるいは農作業などの

体験，こういったことを楽しんでいただくようなことも期待できるのではないかと考えてご

                                                   
6 本保芳明（国土交通省大臣官房総合観光政策審議官）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 13 号」

2008 年 4 月 18 日。 
7 高木陽介（第 169 回国会 衆議院国土交通委員会 理事）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 12

号」2008 年 4 月 16 日。 
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ざいます。 

こうした各地での取り組みによりまして，都市と農山漁村の共生，対流の一層の促進が図

られるものと私どもは考えてございます8。 

 

衆議院国土交通委員会では，合計 4 日間の審議がおこなわれ，本法案は 4 月 22 日同委員会に

て付帯決議付の議決が全会一致にて可決され，即日衆議院本会議においても全会一致にて可決

された。 

 

Ⅳ．当該立法の影響と課題，まとめ  

前述の過程を踏んで観光圏整備法は 2008 年 5 月 23 日に(平成 20 年)法律第 39 号として公布さ

れ同年 7 月 23 日に施行された。そして，2012 年 12 月 27 日に観光圏整備法（「観光圏の整備に

よる観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律」（平成 20 年法律第 39 号））に基づく「観光圏

の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針」が改正されるまで４年と５ヶ月

の間に 49 の観光圏が認定された（図 1）。 

 

図１ 観光圏整備実施計画 

出典：観光庁報道発表 2012 年 4 月 2 日｢平成 24 年度観光圏整備実施計画の新規認定について｣別紙資料。  

                                                   
8 飯高悟（農林水産省農村振興局企画部長）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 12 号」2008 年

4 月 16 日。 
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多くの観光圏が認定されたものの，認定された地域間の進捗状況に格差が見られるとして観光

庁は課題の整理に着手した。「成果が上がらない理由を(1)取り組みをけん引する組織が明確でな

い(2)リーダーシップを発揮する中核人材がいない(3)役割分担が不明確で連携が進んでいない(4)

圏域が広すぎるなど設定が適切でない—などと分析した。」9 

 予算獲得のため政策主導で始まった施策に乗り遅れまいとする自治体が多く手を挙げた結果，

観光圏が乱立した状態となり。また，ひとつのエリアに留まることによる経済波及効果や地域と

の交流による旅行者のリピーター化を図るための「滞在交流型の観光圏」としては広域過ぎるエ

リアが設定され，明確でないエリアコンセプトのために観光客や地域住民の共感が得られなかっ

たのである。10 

 くしくも，第 169 回国会 衆議院国土交通委員会で議論されていたことが現実となった。逢坂

誠二衆議院国土交通委員会委員の発言には，  

 

国が基本方針，基本計画などを公表する，そして自治体などが基本計画だとか実施計画を

策定する，そして国がそれを認定する，そして認定をした場合に計画に盛り込まれた事業等

に対する優遇措置や支援を行うというような，こういうスキームというのは非常に国の法律

の中には多いわけですね。 

ところが，私が現場にいたときの感覚からいたしますと，どうもこのスキームというもの

がうまくいっていないのではないか11。 

 

高木陽介衆議院国土交通委員会理事の発言においても，  

 

今富良野の例を挙げていただきましたけれども，どうしてもこういった観光地，観光ゾー

ン，圏を整備していこうとなると，ハードの面ばかりどうしても強調される。また，自治体

の方も，ハードの方がわかりやすい，お金を使いやすい，お金を引っ張ってきやすい，こう

いうような発想が往々にしてあると思うんですよね12。 

 

                                                   
9 週刊観光経済新聞「観光行政 第 2700 号」2013 年 4 月 20 日 

（http://www.kankokeizai.com/backnumber/13/04_20/kanko_gyosei.html#01，2015 年 9 月 15 日情報取得） 
10 観光庁 各種協議会等資料「平成 24 年度都道府県等観光主管課長会議説明資料 観光地域振興課施策関係に

ついて（観光地域振興課）別添資料 P.13-15」2013 年 2 月 7 日 
11 逢坂誠二（第 169 回国会 衆議院国土交通委員会委員）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第 13

号」2008 年 4 月 18 日。 
12 高木陽介（第 169 回国会 衆議院国土交通委員会 理事）の発言。「第 169 回国会 国土交通委員会会議録第

12 号」2008 年 4 月 16 日。 
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 立法過程において危惧されていたことが現実のものとなった。観光圏整備法という法制度が観

光圏乱立という事態を招き，結果として観光圏整備法の基本方針改正という相互作用を起こすこ

ととなる。 

観光圏整備法の基本方針の改正は 2012 年 12 月 27 日になされ，その後新たに 6 地域が再申請

を行い，新観光圏として認定を受けた。改正された新基本方針では旧基本方針で認定を受けた観

光圏は新たに新方針に基づいた認定を受けなければ観光圏として各種法令の特例を受けて事業を

進める事ができなくなる。観光庁が新観光圏の認定要件としたのは，観光地域づくりに持続的に

かかわる民間の人材を中核とした推進組織の設置。地域としていかなる態勢で滞在交流型の観光

に取り組むかが問われている13。一方，申請を見送り，観光圏整備法に基づく観光圏を解消した

地域もあった。 

 

本稿は，観光圏整備法の立法過程を題材に法制度と作用の相互性を捉え，法案審議過程での発

言内容等を通して本法の意義，課題の発見を考察することが目的とした。しかし，法制度が広く

社会へ及ぼす作用を捉える上で観光産業は多くの他業種とのかかわりがあることから，農山漁村

活性化法をはじめ農水・商・工・交通などの「観光」と関連するが，観光庁と「観光」の位置づ

けが異なる行政分野の法律との作用の相互性に関しても考察していく必要がある。  
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13 週刊観光経済新聞「観光行政 第 2700 号」2013 年 4 月 20 日 

（http://www.kankokeizai.com/backnumber/13/04_20/kanko_gyosei.html#01， 

2015 年 9 月 15 日情報取得） 
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【 論 説 】 

デスティネーションにおける価値共創の課題に関する一考察 

The Importance of Value Co-Creation in Tourism Destination Management 

 

宮城 博文（MIYAGI Hirofumi） 

【要 旨】 

近年の未曾有の不況，新興諸国の台頭による競争の激化，消費者におけるレジャー・余暇生活の重視に伴い，限定された産業しか育た

ず，自立的な経済の形成に苦慮している隔絶された地域では，他地域からの訪問客の獲得に力点を置き，雇用の確保，所得向上等を試み

ている。当産業が点在するデスティネーション(Tourist Destination) 研究の傾向は，政策面，外的要因が強く，訪問客や地域住民の視点

が不足している。一方，近年，サービス・マネジメント，マーケティング分野で注目されている価値共創(VALUE CO-CREATION)の導

入がデスティネーション研究分野で検討されている。しかし，当該研究における地域住民の視点が不足しいているため，デスティネーシ

ョンを分析するために，訪問客や地域住民が統合されたフレームワークの構築が不可欠である。 

本研究では，デスティネーションの品質管理や顧客満足の要因，並びに観光を通じた経験価値のメカニズムを解明するために必要な理

論の整理を行った。具体的には，観光産業やデスティネーションで行われている「品質や顧客満足の研究」，顧客視点で行われている「顧

客参加」のフレームワーク，顧客の資源に注目したサービス・ドミナント・ロジック(以下SDロジック)に依拠した「価値共創」，これら

既存研究の整理を行った。そして，これらの考察を通じて，デスティネーション・マネジメント研究の貢献と課題を述べた。 

 

Keywords：デスティネーション，価値共創，顧客満足，顧客参加 

 

目 次 

Ⅰ．はじめに 

Ⅱ．デスティネーション研究における包括的なアプローチと課題 

Ⅲ．観光研究における知覚品質，並びに訪問客満足のアプローチ 

 

Ⅳ．観光研究における価値共創のアプローチ 

Ⅴ．観光研究における価値共創視座の導入可能性 

Ⅵ．おわりに 

I．はじめに 

近年の未曾有の不況，新興諸国の台頭による競争の激化，消費者におけるレジャー・余暇生活の重視に伴い，日

本の旅行市場において，「観光産業1」が注目され始めた。また，限定された産業しか育たず，自立的な経済の形成

に苦慮している隔絶された地域では，他地域からの訪問客の獲得に力点を置き，雇用の確保，所得向上等を試みて

いる。さらに，航空機や鉄道，高速道路等交通インフラの発展に伴い，訪問客のデスティネーション(Tourist 

Destination)へのアクセスが容易になった。そのことにより，訪問客のデスティネーションへの参加率がビギナー

客からリピート客にシフトする傾向2が現れ，訪問客のニーズが多様化している。地域の政策立案者は，訪問客の新

規獲得と同時に，顧客の再購買やロイヤルティがサービス品質管理や顧客満足に起因しているため(e.g. Schlesinger 

and Heskett, 1991; Heskett et al., 1994; Rust, Zeithaml, and Lemon, 2000; 日本交通公社, 2012; Miyagi and Kim, 

2014)，既存の訪問客との長期的な取引を行うためのデスティネーションの品質管理や顧客満足の要因につながる

メカニズムの解明に強い関心を示している。 

このような状況下において，訪問客に魅力的な地域づくりを行うために，観光学においては主に，ホスト地域の

価格競争力や政府・コミュニティを意識したデスティネーション研究，サービス・マネジメントやマーケティング

                                                 
 大阪商業大学総合経営学部商学科准教授 

Associate Professor, Department of Commerce, Faculty of Business Administration, Osaka University of Commerce 
1 本稿における「観光」「観光産業」を「観光」「レクリエーション」「ビジネス」「家事帰省」等を含めた「Tourism」「Tourism 

Industry」として用いる。この方針は後述するUNWTOによるツーリズムの定義に依拠している。 
2 例えば国内旅行の宿泊旅行参加率については，1964年の53.1%から，2012 年の70.4%(日本観光振興協会[編]，2014)，海外旅行に

ついては1989年の28.1%から48.2%に上昇している(小林，2007，p.43)。 
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研究に依拠したサービス品質やサービス生産に顧客を取り入れる顧客参加の研究が行われている。しかし，前者に

おいては，地域における経済的影響のみならず，環境保全の見地，地域住民に与える社会的影響，長期的な持続可

能なデスティネーション開発のモデル等といった包括的な視点で分析される傾向が強く，訪問客の過程に焦点を当

てた研究が不足している。一方，後者の研究におけるサービス品質の研究は盛んに行われているものの，サービス

の特性である「無形性」の管理へ偏重しているということ，観光産業やデスティネーションへの適応可能性を探る

場合，その品質次元の統一的な見解が示されていないということ，さらに特に成熟したデスティネーションやその

域内の観光産業によって提供される価値を顧客と共同で生産する「価値共創（VALUE CO-CREATION）」への力

点の欠如，これらの課題が存在する。 

そこで本研究では，デスティネーションの品質管理や顧客満足の要因，経験価値のメカニズム，並びにデスティ

ネーションにおける価値共創の可能性を解明するために必要な理論の整理を行う。具体的にはサービス・マネジメ

ント，マーケティング分野のみならず，観光産業やデスティネーションで行われている「品質や顧客満足の研究」，

顧客視点で行われている「顧客参加」のフレームワーク，顧客の資源に注目したサービス・ドミナント・ロジック

(以下SDロジック)に依拠した「価値共創」，これら既存研究の整理を行う。そして，これらの考察を通じて，デス

ティネーション・マネジメント研究の貢献と課題を述べ，今後の研究における方向性を示唆することを本研究の目

的とする。 

 

Ⅱ．デスティネーション研究における包括的なアプローチと課題3 

デスティネーション・マネジメントの研究に関しては，地域の競争力に通じる決定要因を探ることが大きな研究

課題である。しかし，観光学からデスティネーションを考察すると，地域における経済的影響のみならず，環境保

全の見地，地域住民に与える社会的影響等，様々な要素が存在しており，包括的な視点が繰り込まれる傾向が強い。

そのため，観光学における地域研究に関しては，経済的側面のみならず，多様な側面を取り入れて分析される傾向

があり，当分野における研究を複雑にしている。 

観光学において地域を捉える場合，「デスティネーション4」という用語を用いる場合が多く，デスティネーショ

ンとは，「訪問客が旅行を目的として利用する施設，アトラクション，自然環境等が集合している場所(宮城, 2013, 

p.16)」であると言えよう。通常のマーケティングで扱われる製品に関しても，顧客価値や顧客によって品質を決定

する知覚品質の観点から捉える傾向にあるが，デスティネーションの場合，その場所のアトラクションだけでなく，

その場所へのアクセス方法，地域の文化的背景，環境等，様々な要因が関わっており，通常の製品と比較して複雑

である。 

例えば，Lawsはデスティネーションにおける環境への影響やマス・ツーリズム，訪問客，観光サービス提供者，

地域住民との関係性といった課題について，限定的なアングルでは実証できないとし，これらの課題を考察するた

めに，システム・アプローチを用いて，「デスティネーション・システム」を提案した(Laws, 1995, pp.35-38)。デ

スティネーション・システムは「インプット」，「主要要素・副次的要素，サブ･システム」が包括された「デスティ

                                                 
3 観光学におけるデスティネーション研究の議論に関しては，宮城(2013)で詳細にまとめられている。 
4 例えば，Lumsdonはデスティネーションを「休暇で滞在する訪問客，もしくは日帰り訪問客を引き付けるために組み合わされる多く

の要因から構成されており，その構成要素とは，主要なアトラクション，造られた環境，供給サービスの維持，そして雰囲気」と定義

し(Lumsdon, 1997, p.238)，Manente and Minghettiは「1．観光を行う場所，例えば観光商品の生産と消費が行われ，訪問客が活動

する場所，2．観光商品，及び資源，アクティビティ，地域住民の複合体として提供される供給資源」とサプライサイドから2方向の

視点を組み合わせてデスティネーションを定義している(Manente and Minghetti, 2006, p.230)。 
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ネーション・システム(狭義)」「結果(Outcomes)」によって構成されており，当システムを通じて，訪問客満足，デ

スティネーションで雇用されている従業員の報酬，企業の利益，地域に与えるインパクト等といった結果が形成さ

れる。そして，デスティネーション・システムの構成要素は互いにリンクしており，それを構成している要素が少

しでも変更することによって，訪問客の満足度に影響を及ぼす。Laws のモデルは様々な外的影響，観光産業によ

って生み出されているデスティネーションをシステムとして捉えることにより，限定的ではなく，包括的な分析が

可能であるかと思える。 

さらに，これまでのデスティネーション研究の中で，最も包括的なモデルと評価されているRitchie and Crouch

が提案したモデルが2000年代前半に登場した(Vanhove, 2006, p.110)。Ritchie and Crouchは様々な調査研究活動

とアイディアを融合し，「デスティネーション競争力の概念モデル」の構築を行った(Ritchie and Crouch, 2003, 

p.63)。Ritchie and Crouchはデスティネーションが競争力を得るために重要な点として，「比較優位」と「競争優

位」を挙げている。また，これらを把握しデスティネーションを管理するための構成要素として，「グローバル(マ

クロ)環境」「競争(ミクロ)環境」「中核資源・誘引」「支援要素・資源」「デスティネーション政策・計画・開発」「デ

スティネーション・マネジメント」「条件・拡張要素」が挙げられる(Ritchie and Crouch, 2003, pp.62-75)。そして，

Ritchie and Crouchは上述の構成要素を管理することにより，競争力と持続可能性を観光地で達成できるとしてい

る。 

以上，包括的に捉えられているデスティネーション研究を取り上げた。これまで，様々な観光学者がデスティネ

ーションの競争力を決定付ける要因を説明してきたが，その複雑性・広範囲性という課題が存在していた。前述の

両モデルは，ビジネスのみならず，環境や住民に対する配慮されたモデルを提供し，デスティネーションの複雑性・

広範囲性という課題解決に貢献したモデルである。特に，Ritchie and Crouchの概念モデルは，その特性が考慮さ

れた最も広範囲のモデルであり，観光学における地域研究において，大きな貢献であると言える。ただし，UNWTO

のツーリズムの定義5を考察しても，「訪問客」と「移動」が前提となっており，訪問客が地域を訪れる，もしくは

訪問客に来てもらいたいという前提がない限り観光現象が表出しないと考えられる。しかし，観光学に依拠してい

る当該研究は，環境，及び住民に配慮されたモデルな故に，「顧客視点」が不足している。そのため，「デスティネ

ーション・システム」「デスティネーション競争力の概念モデル」に観光地の事例を当てはめ考察してみても，他地

域との差別化の要因やどの要素が競争力をもたらすのかという実証検証を行うことは難しいであろう。 

 

Ⅲ．観光研究における知覚品質，並びに訪問客満足のアプローチ 

前章では，観光学におけるデスティネーションの代表的研究を取り上げた。デスティネーションには，様々な要

因が関連している「複雑性」，一度破壊したら元に戻すことができない「環境配慮」といった特徴を有しているため，

観光学から考察しているデスティネーション研究は包括的にマネジメントするという地域主導型の立場に依拠し

ていることが明らかとなった。しかし，同時に，当研究手法には観光の出発点である「訪問客」の視点が不足して

いるという課題も併せて浮き彫りとなった。 

一方，観光研究における「顧客視点」の接近について考察する場合，サービスの特性を考慮する必要がある。そ

                                                 
5 UNWTOはTourismを「継続して1年を超えない範囲で，レジャーやビジネス，あるいはその他の目的で，日常の生活圏外に旅行

したり，滞在する人々の活動を指し，訪問地で報酬を得る活動を行うことと関連しない諸活動 

(http://www.unwto.org/statistics/tsa_in_depth/chapters/ch3-1.htm [2015/11/02参照])」と定義しているように，「移動」にフォーカス

している。 
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の特性について，Zeithaml, Parasuraman and Berryは先行研究レビューを通じて，「無形性」「不可分性」「異質

性」「消滅性」という有形の製品とは異なる四つの特性に言及している(Zeithaml, Parasuraman and Berry, 1985)。

これらの特性の中で，Zeithaml, Parasuraman and Berryは，サービスの特性として共通している点は「無形性」

であるとし，その理由として，サービスはパフォーマンスであり，サービスは有形の製品と同じように見たり，感

じたり，味わったり，触ったりすることができないからであると述べている(Zeithaml, Parasuraman and Berry, 

1985, p.33)。このような無形性から派生した特性により，サービス提供の際，有形の製品を提供する企業とは異な

る問題が発生する。例えば，顧客とサービス提供者は切り離すことができず，サービスが提供されると同時に消費

されるために品質を一定に保てなくなり，また，サービスが無形であるために，サービスが消滅し，後に残らない

のである。このように，サービス提供企業はサービスを提供する際，無形性から派生したサービスの特性により，

サービス品質が安定しない「ばらつき」という問題が発生する。仮に，サービスを提供する観光産業やデスティネ

ーションが従来のモノ製品に適用されたマーケティングに頼れば，品質をコントロールできず，顧客は否定的なサ

ービス体験を受けるであろう。 

このように，サービス提供企業は，サービスの特性によって派生するサービス提供の課題を抱えているが，その

課題を解決するために，企業は自社が提供するサービスがどのように顧客に想像・評価されているかを知る必要が

あり，これらを計り，次回からのサービス戦略の立案に繋げる必要がある。この点に関して，サービス・マネジメ

ント，マーケティング分野の中で最も研究された内容がサービス品質研究である(Fisk, Brown and Bitner, 1993)。

サービス品質研究では，顧客満足に起因するサービス品質の要因，サービス提供のばらつきの解決に力点が置かれ

ている。多くの既存研究の中でも，「SERVQUAL」は「ばらつき」の大きな原因である「無形性」が重要視された

構成要素(i.e. 信頼性，応答性，保証性，共感性，物的要素)を提示し，当モデルは，サービス関連業への潜在的な適

用可能性を有しているとされている(Parasuraman, Zeithaml and Berry, 1988)。 

しかし，SERVQUALは多くの研究者から批判を受けている。例えば，サービスは，不可分性という特徴を有し

ているため，無形性の要素のみならず，サービス生産を考察する上で「顧客参加」を捉える必要があるが，

SERVQUALモデルにはそれらの視点が不足している。さらに，Cronin and Taylor(1992)はサービスの品質次元が

業種によって異なる「構成要素の妥当性・汎用性」という課題を指摘しており，多くの論者が構成要素に別の要素

を加え，分析している。その中で，Knutson et al.(1990)は，SERVQUALを修正し，宿泊施設に特化したサービス

品質の測定モデルとして「LODGSERV」，Tribe and Snaith(1998)は「HOLSAT」という観光，レジャーでの訪問

客満足測定に焦点を当てた概念を提案した。これらのモデルは，SERVQUALモデルが抱える業種や特徴によって

異なる「構成要素の妥当性・汎用性」という課題を解決し，観光関連施設やデスティネーションが抱える課題や特

徴に合わせた品質モデルを提案した。 

以上，サービス・マネジメント分野，並びに観光研究における知覚品質，並びに顧客満足のアプローチについて

概観した。観光研究分野における「顧客視点」のアプローチは，多くみられるが，当アプローチには，二点限界が

ある。一つは，「顧客参加」という視点の不足である。訪問客のリピート化が進展している地域において，観光施設，

宿泊施設やアトラクション等の施設は，価格でしか差別化できない「コモディティ化」しており，訪問客はデステ

ィネーションで経験する「プロセス」の質が他地域との差別化の要因になっていると推測できる。そのため，観光

経験を提供する企業やデスティネーションは，企業・顧客間のインタラクションをマネジメントする上で，「顧客参

加」を促すフレームワークを提示する必要がある。しかし，前述した「顧客視点」のアプローチに，観光分野を考

察する上で重要となる「顧客参加の視点」が不足している。 
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「顧客視点」のアプローチにおけるもう一つの限界は，「地域住民」という視点の不足である。観光を考察する場

合，「訪問客」「観光商品・サービス提供者」「ホスト地域の政府」「ホスト・コミュニティ」，これらが包括的に捉え

られる必要がある(Goeldner and Ritchie, 2009, pp.4-5)。デスティネーションへの訪問客の受け入れは，経済的，社

会的，環境的インパクトをもたらすが(Telfer and Sharpley, 2008)，地域住民とのインタラクションも顧客満足に繋

がる要因となっている(Miyagi and Kim, 2014)。訪問客の観光経験への評価は，デスティネーション内の観光産業

が提供するサービスのみならず，地域住民の訪問客への「関与」「気遣い」といったインタラクションによっても行

われる。さらに，訪問客と地域住民間のインタラクションは，訪問客のみならず，地域住民にとっても社会的イン

パクトをもたらす。つまり，訪問客の異なる文化に触れ，訪問客と交流するというインタラクションは，地域住民

も，地域への満足に繋がるという「サティスファクション・ミラー6」を形成すると考えられる。しかし，「顧客視

点」のアプローチには，観光の大きな要素である「地域住民」の視点が不足している。 

 

Ⅳ．観光研究における価値共創のアプローチ 

前章では，観光研究における知覚品質，並びに訪問客満足のアプローチの特徴について概説し，近年の観光研究

へのサービス品質や訪問客満足の適用という研究上の貢献について指摘した。そして同時に，「顧客視点」のアプロ

ーチには，観光分野を考察する上で重要となる「顧客参加」「地域住民」という視点の不足という課題について言及

した。そこで，本章では，デスティネーションを考察する際に，重要となる「顧客参加」「価値共創」という概念に

ついて概観する。 

 

1．顧客参加の視点 

(1)サービス・マネジメント，マーケティングにおける顧客参加のフレームワーク 

価値共創やイノベーションをデスティネーションへ適応することを模索する場合，技術発展，サプライヤーへの

供給，市場の需要や顧客の要求，政府の規制といったイノベーションをもたらす推進力(Hjalager, 2002)，制御不可

能なマクロ環境や観察して対応しなければならないミクロ環境といった地域の「環境7」を捨象することはできない。 

さらに，環境の変化を考察した場合，新たな訪問客の獲得と同時に「リピート客のロイヤルティ達成」も今後の

デスティネーションや観光産業の重要なテーマである。顧客ロイヤルティとは「マーケティング活動や状況的な影

響によって他社に乗り換える可能性があるにもかかわらず，将来的に製品，サービスを再購買，再取引を行う強い

関わりのこと」である(Oliver, 2009, p.432)。しかし，顧客ロイヤルティには，「真の長期的な顧客ロイヤルティ」と

「偽りの顧客ロイヤルティ」，これら二種類ある(Jones and Sasser, 1995, p.90)。これは，顧客ロイヤルティを示し

ている顧客でも，好意を持っている顧客と，商品・サービスが独占・寡占状態である，スイッチング・コストが高

いという理由で，顧客ロイヤルティの振りをしている顧客が存在することを意味する。つまり，顧客が高い顧客ロ

イヤルティを示すのは，完全に満足しているときだけである(Jones and Sasser, 1995, p.90)。 

                                                 
6 Heskett, Sasser and Schlesingerは，従業員が企業・職務に満足することによって顧客に「ミラー効果」をもたらし顧客満足が高ま

る現象を「サティスファクション・ミラー」と呼び，従業員満足と顧客満足は関連させて考えられるべきであると述べている(Heskett, 

Sasser and Schlesinger, 1997, pp.99-101)。 
7 マーケティングの環境は，大きく「マクロ環境」と「ミクロ環境」に区分される。前者の特徴は，デモグラフィック環境，経済環

境，社会－文化的環境，自然環境，技術的環境，政治－法的環境等，「制御不可能な環境」である。一方，後者については，企業，供給

業者，マーケティング仲介業者，顧客，競合他社，消費者等，観察して対応しなければならない環境である(Kotler, Bowen, and 

Makens, 2006)。 
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このように，今後市場が成熟することが予想できるデスティネーションにおいて，顧客の経験価値を強化する必

要がある。顧客の経験価値について，サービス・エンカウンターにおける顧客の経験価値を強化するために，劇場

をメタファーとして用いて，サービス・デザインを提示する先行研究 (e.g. Grove, Fisk and Bitner, 1992; Voss and 

Zomerdijk, 2007)，サプライチェーンを用いて価値共創やブランディングを試みる先行研究(e.g. Hjalager and 

Konu, 2011)がみられる。このような傾向の中で，劇場をメタファーとした価値提案，他地域との差別化，顧客ロイ

ヤルティへの対応等について，Pine and Gilmore は「経験価値」という視点から論じている(Pine and Gilmore, 

1998; 1999)。経験価値について，Pine and Gilmore(1999)は，差別化できなくなり，マージンは底抜けに低下し，

消費者はひたすら価格の安さだけを基準に製品を買うコモディティ化の状態から脱却するために経験価値の必要

性を述べている。Pine and Gilmoreは，コーヒーを事例とし，コーヒー豆の状態を「コモディティ」，コーヒー豆

を加工して販売することを「製品」，通常のレストランで提供されるコーヒーを「サービス」，そして五つ星のレス

トランで飲むコーヒーを「経験」として説明している。経験は他の価値と異なり，個人に属し，精神的なレベルで

の働きかけで人の心に生まれるから価値があり，他の経済活動と比較しても，非価格競争が行えるのである。 

さらに，この経験をマネジメントする方法として，「経験領域(The Experience Realms)」を提示している(Pine 

and Gilmore, 1999, p.30)。この経験領域は，二本の座標軸で分類されている。一つ目の座標軸(横軸)は「ゲスト参

加(Guest Participation)」，もう一つの座標軸(縦軸)は「つながり，環境との関係性(Connection, or Environmental 

Relationship)」である(図表 1参照)。まず初めに「ゲスト参加」であるが，その軸の左端は，その場で行われてい

るパフォーマンスに顧客が影響を与えることがない「受動的参加(Passive Participation)」であり，右端は，そこで

行われているパフォーマンスやイベントに顧客が重要な役割を果たす「積極的参加(Active Participation)」である。

他方で，「つながり，環境との関係性」に関しては，上端は顧客が経験に夢中になっている「吸収(Absorption)」，下

端は「投入(Immersion)」であり，経験の中に物理的，あるいはバーチャルに顧客が入り込んで経験の一部になって

いる状態である。さらに，これら二本の座標軸を組み合わせることにより，「エンターテイメント(Entertainment)」

「エデュケーション(Educational)」「エスケープ(Escapist)」「エステティック(Esthetic)」といった四つの経験領域

が決定する。四つの領域に関して，「エデュケーション」に参加する人は「学ぶ」こと，「エンターテイメント」を

経験する人は「感じる」こと，「エスケープ」を経験する人は何かを「する」こと，そして「エステティック」経験

に関してはその場に「いる」こと，これらのことが顧客から求められる(Pine and Gilmore, 1999, p.35)。 

以上，Pine and Gilmoreは，顧客への価値提案に関して「経験価値」という視点から論じることにより，製品や

サービスのコモディティ化を回避し，そして最終的には顧客ロイヤルティにつながると結論付けた。特に，顧客参

加という経験志向の中でも，経験価値生産への参加の喜びは，実用的なベネフィットやコストといった外的な価値

より，顧客への本質的な報酬(Intrinsic Rewards)につながると言われている(Etgar, 2008)。 
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図表1 経験領域(The Experience Realms) 

 

出所：Pine and Gilmore(1999) p.30. 

 

(2)観光研究における顧客参加の適応 

Pine and Gilmoreは，製品やサービスのコモディティ化という課題に対して，顧客への価値提案に関して「経験

価値」という視点を用いて，その課題解決を示唆したということを前述した。観光研究を考察しても，「経験価値」

という視点から経験価値生産の重要性を謳った研究が行われている(e.g. Andersson, 2007; Oh, Fiore and Jeoung, 

2007)。その中でも，前述したPine and Gilmoreの「経験領域」をレジャー・観光産業へ導入することを試みてい

る研究として，Su et al.(2015)が挙げられる。Su et al.は，顧客の経験価値生産への参加の中でも，経験価値への積

極的参加(Actively Participative Experiences: 以下APEs)と受動的参加(Passively Participative Experiences: 以

下PPEs)に注目した。APEsとは，ギャラリーへの訪問等の「エデュケーション」と，マウンテンバイク乗り等の

「エスケープ」のことであり，PPEsとは，バードウォッチング等の「エステティック」，音楽祭等の「エンターテ

イメント」のことである。 

Su et al.は，前述「経験領域」を分析フレームワークとし，台湾の自然志向の観光施設(Yangmingshan National 

Park)の調査を行った。具体的な仮説は以下の通りである。 

 

H1 自然志向観光の APEs(エデュケーション，エスケープ)は PPEs(エステティック，エンターテイメント)よ

り，経験の結果(喜び[Pleasure]，記憶[Memorability])への肯定的なつながりが強い 

H2 (a, b)：自然志向観光への APEs(a.エデュケーション，b.エスケープ)と経験の結果(喜び[Pleasure]，記憶

[Memorability])の関係性は，新環境志向(New Environmental Paradigm：以下NEP8)が高い人ほど強くなる

だろう。 

H2 (c, d)：自然志向観光へのPPEs(c.エステティック，d.エンターテイメント)と経験の結果(喜び[Pleasure]，

                                                 
8 ここで用いられているNew Environmental Paradigm(NEP)とは，「自然の均衡をひっくり返す人類の能力，人間社会のための成長

に対する限度，そして自然を保護するための人類の権利，これらの信念にフォーカスしたコンセプト」のことである (Dunlap et al., 

200 0, p.442)。 

受動的参加
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Participation)

積極的参加
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            エンターテイメント
                 (Entertainment)

     エステティック
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    エデュケーション
        (Educational)

       エスケープ
           (Escape)
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エスケープ 

(Escapist) 
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記憶[Memorability])の関係性は，NEPが高い人ほど弱くなるだろう。 

H3 NEPの自然志向観光における調整効果(Moderating Effect)は，APEs(エデュケーション，エスケープ)と経

験の結果(喜び，記憶)間の関係性のほうが，PPEs(エステティック，エンターテイメント)より，より強く働く

であろう。 

 

上記の仮説検証を調査し，APEs(エデュケーション，エスケープ)がPPEs(エステティック，エンターテイメント)

より，経験の結果(喜び，記憶)に，より肯定的に関連していることが明らかとなった。さらに，本調査では，訪問客

のNEPがAPEsの効果をより強め，PPEsの効果を弱めることが示唆された。 

Su et al.の研究は，観光研究において大きく二つの点において重要である。一つは，レジャー・観光産業研究に，

経験と喜び・記憶といった結果を示唆したことである。前述したとおり，観光研究において，知覚品質と顧客満足，

もしくは顧客ロイヤルティに関する研究は盛んに行なわれているものの，知覚品質と異なる経験と経験の結果(喜

び，記憶)の関係性を明らかにした研究は少ない。そのため，サービスと同様の特性(i.e. 無形性，不可分性，異質性，

消滅性[Zeithaml, Parasuraman and, Berry, 1985])を有している観光経験をマネジメントする上で，本研究は，観

光経験への応用可能性を示唆した。 

もう一つは，企業が価値を生産する際，「ネットワーク(e.g. Porter, 1985; Lee, Olson and Trimi, 2012)」や「産業

集積によるスピルオーバー(e.g. Piore and Sabel, 1984; Saxenian, 1994; Kulju, 2002; Porter, 1998)」の理論で論じ

られることが多い中で，Su et al.は観光研究における価値共創の研究の中で，「顧客参加」に焦点を当てたことであ

る。この点は，顧客の生産への参加という不可分性という課題を抱えているレジャー・観光産業が，マーケティン

グと同時に，顧客への観光経験の提供を考慮に入れたホリスティックなフレームワークを提示したという意味にお

いて，実務的な意義を示したことになるであろう。 

以上，Su et al.の概要と意義を述べてきたが，当研究にも研究上の課題が存在する。観光における顧客参加の視

点を導入する際，デスティネーション内で提供されているサービス，自然や歴史的建造物の環境，他の訪問客とい

った資源の他に，訪問客自身がどのくらい準備に労力をかけたか，そしてその労力によって観光経験にどのくらい

関与したのかという「訪問客個々の資源」について考慮する必要がある。しかし， Pine and Gilmoreの「経験領

域」に依拠したSu et al.の研究には，このような視点が不足している。 

 

2．価値共創の視点 

(1)サービス・マネジメント，マーケティングにおける価値共創の概要 

これまでのマーケティング研究はモノ製品を前提とした理論の構築が行われてきた。しかし，近年，これまでのマ

ーケティングの既存研究と対比させた形で，「サービス」「モノ」という二分法ではなく，両者を取り入れた「価値」

の創出を目的とした「SDロジック(サービス・ドミナント・ロジック)」という概念を2004年にVargo and Lusch

が提案し，その概念がマーケティング研究の中で注目を集めている(Vargo and Lusch, 2004)。 

Vargo and Luschは，モノが交換の中心であった伝統的モノ中心の論理(グッズ・ドミナント・ロジック[GDロジ

ック])とSDロジックを比較している(Vargo and Lusch, 2004, p.7)。例えば，GDロジックでは，モノは働きかけら

れる資源である「オペランド資源(Operand Resources)」であり，そのモノの交換が中心であるのに対し，SDロジ

ックでは，モノは「オペラント資源(埋め込まれた知識[Operant Resources])」の入れ物であり，顧客(オペラント資

源)によって価値生産過程で装置として使用される中間的な生産物である。また，GDロジックでは，顧客はモノの
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受容者であり，価値は生産者が決定するが，SD ロジックでは，顧客はサービスの共同創造者であり，価値に関し

ては顧客によって，使用価値において認識され定義されるとしている。このSDロジックの中で提唱されているサ

ービス概念は，他者に働きかけて，価値を生み出すものという意味で，経営学におけるリソースやケイパビリティ

という概念に近いものであり，いわゆるサービス産業における諸サービスや，製造物の付帯サービスとは異なるも

のである(南・西岡, 2014, p.54)。 

Vargo and Luschは，SDロジックを2004年に発表した際，当ロジックの基本的前提(Foundational Premises)

を八つ発表した。その後，理論の精緻化を目指し，Vargo and Lusch(2008)は新たな基本的前提を発表した(図表2

参照)。この基本前提の特徴として，図表2のFP6，FP7，FP8，FP10で指摘されているように，サービスの価値

は顧客によって判断されるという「顧客志向」，並びにその価値は組織と顧客によって創造される「価値共創」，オ

ペランド資源(モノ)とオペラント資源(人・サービス)の「資源統合(FP4，FP9)」が挙げられる。さらに，FP8で述

べられている「関係性」やサービス概念を中心とした「サービス交換」の理論(FP1，FP2，FP3，FP5)がキーワー

ドとして挙げられている。このように，SD ロジックは，顧客と企業の双方向的・協働的関係によってサービスの

コ・プロダクションとコ・クリエイションの実現，並びにオペランド資源(モノ)とオペラント資源(人・サービス)を 

 

図表2 サービス・ドミナント・ロジックの基本的前提(2008年改訂版) 

  

出所：Vargo and Lusch(2008) p.7. 

FPs 基本的前提(2008年改訂版) 説明・コメント

FP1
サービスは，基本的な交換の基礎で
ある。

他者の便益のためのオペラント資源(知識と技能)の適用が，SDロジックにおける
「サービス」であり，それは交換の基礎である。サービスはサービスのために交
換される。

FP2
間接的な交換が，基本的な交換の
基礎を見えなくしている。

サービスは，モノ，貨幣，組織等がつくる複雑な組合せから提供されているた
め，サービスを基礎とする交換が常に見えるわけではない。

FP3
モノはサービス提供のための配給す
る仕組みである。

モノ(耐久財，非耐久財，双方)は，その使用から価値を生み出す。それはモノ
が提供するサービスである。

FP4
オペラント資源は，競争優位性を生
み出す基本的源泉である。

望ましい変化を生み出す，比較可能な能力が，競争の主要因である。

FP5
すべての経済は，サービス経済であ
る。

サービス(Service)は，進展する専門化やアウトソーシングによって，より鮮明に
なっている。

FP6 顧客は常に価値共創者である。
価値の創造は，顧客と，企業の提供する経営資源(人，モノ，システム，情報)と
のインタラクションによって行われる。

FP7
企業は価値提案はできるが，価値自
体を提供することはできない。

企業は価値の提案が受け入れられた後に，資源を価値創造のために提供し，
顧客とのコラボレーション(インタラクション)によって価値を共同創造する。ただ
し，単独で価値を創造し提供することはできない。

FP8
サービス中心の見方は本来，顧客
志向であり，関係志向的である。

サービスは，顧客が決定する便益を，顧客と共同創造することが，その定義であ
るので，本来，顧客志向であり関係志向的である。

FP9
すべての社会的・経済的活動主体
は資源統合者である。

価値創造の文脈は資源ネットワークのネットワーク(資源のインテグレーター)で
構成される。

FP10
価値は常に受益者によって，独自
に，かつ現象学的に判断される。

価値は，文脈的，経験的，価値自体が特有であり，意味が重複したものである。
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組み合わせることによる効率的・効果的な仕組みやシステムを可能にするという意味でサービス・イノベーション

に示唆を与えている(近藤, 2012, p.85)。 

以上，SDロジックについて概説したが，SDロジックは，北米，ヨーロッパ，オセアニア，そして日本において

もマーケティング分野で注目を集めているように，サービス・マーケティングの分野で扱われている議論をマーケ

ティング分野に応用し提案することは，マーケティングの新たな理論構築の展開に向けて有力な示唆を与えるよう

に思われる。ただし，SD ロジックに関する議論は，サービス・マーケティングの分野ではサービスの不可分性と

いう特徴により顧客との価値共創の必要性やリレーションシップ・マーケティングという文脈で行われている(e.g. 

Gummesson, 1995; Grönroos, 2000)。また，野村の1983年の著書で「『もの』と『サービス』は一体化しているも

ので，不可分の関係にある。つまり，「『もの』は『サービス』を内包している存在である(野村, 1983, p.41)」と指

摘しているように，SD ロジックにおける「サービス」「モノ」という二分法ではなく，両者を取り入れた「価値」

の創出や顧客との価値共創という議論は以前からテーマとなっている。 

さらに，SDロジックが示唆した価値共創は，実践的ではないと言われている(e.g. Grönroos, 2011; Grönroos and 

Ravald, 2011)。例えば，価値共創に関して，Grönroosは，組織の直接的なインタラクションが顧客価値創造にポ

ジティブ，並びにネガティブな影響を与えるとしつつも，組織は，顧客が価値創造者(Co-Creator)になるために，

顧客との好意的なプロセスや価値創造を行う「プラットフォーム」を提供していることを認識する必要があると述

べている(Grönroos, 2011, p.290)。この示唆は，SDロジックが示した価値共創は，「顧客は常に価値共創者 (FP6)」

であるという主張と異なり，Grönroosの主張は実践的なつながりが強い(張, 2015)。このように，サービス・マネ

ジメントやマーケティングの分野で世界的に影響を与えたSDロジックであるが，今後，他分野への汎用可能なフ

レームワークを提示する上で，理論的・実務的にさらなる精緻化が必要であろう。 

 

(2)観光研究における価値共創の援用 

前項では，SDロジックの特徴について概説した。SDロジックは，サービス・マネジメントで議論される企業・

従業員と顧客によって価値を創造するインタラクションや顧客の視点からサービス品質を判断する知覚品質とい

う概念を，「価値共創」という概念を用いることで，サービス・マネジメント分野のみならず，今後のマーケティン

グ研究の分野に示唆を与えた。また，課題として，実務的な貢献やデスティネーションへの当ロジックの適応可能

性に関する限界，他分野への汎用可能なフレームワークを提示する上でのさらなる精緻化の必要性に言及した。 

観光研究における価値共創の議論について，いくつかのアプローチが挙げられる。例えば，企業間の関係性やイ

ンターネットを用いたリレーションシップやネットワークのアプローチ(e.g. Cabiddu, Lui and Piccoli, 2013; 

Sfandla and Björk, 2013)，地域社会の資本を用いるアプローチ(e.g. Andereck et al., 2005 大橋, 2010, Cottrell, 

Vaske and Roemer, 2013)，前述したSDロジックを観光産業に応用したアプローチ(e.g. Shaw, Bailey and Williams, 

2011; FitzPatrick et al., 2013;)等，いくつかの方法で，観光研究の視点から価値共創の議論が行われている。その

中で，デスティネーションや観光施設(クルーズ)の分野における価値共創を明らかにするために，観光研究分野に

SDロジックを援用させたのが，Prebensen, Vittersø and Dahl (2013)である。 

価値共創における「資源」は，所与のものではなく，創造されるもの9，「価値」に関しては，消費者経験の中心 

                                                 
9 その点に関して，Vargo and Luschは「資源は，存在しているのではなく，作り出されるものである」 と言及している(Vargo and 

Lusch, 2004, p.2)。 
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(Prahalad and Ramaswamy, 2004)，「顧客」に関しては，価値共創・価値創造の過程の中で資源をまとめる存在

(Arnould, Price and Malshe, 2006)である。そのため，経験価値は，モノ(オペランド資源)と人・サービス(オペラ

ント資源)，双方の資源を用いて，企業・組織と顧客との価値共創のプロセスによって生み出される。しかし，

Prebensen, Vittersø and Dahlが指摘するように，通常のサービス品質は，(1)パーソナル・サービス，(2)周囲の自

然環境，(3)他の訪問客，これら三つの価値を一般的に含んでいるが，訪問客個々の資源を価値として含んでいない

(Prebensen, Vittersø and Dahl, 2013, p.240)。そこで，Prebensen, Vittersø and Dahlの調査では，パーソナル・

サービス，周囲の自然環境，他の訪問客といった三つの価値に，訪問客の資源(関わり[Involvement]，時間[Time]，

労力[Effort])を追加し，分析した。その結果として，大部分の価値共創の価値は，経験を生産する際，関わりを通じ

た訪問客の参加，並びに時間と労力の消費に関連していることが明らかとなった。 

以上，Prebensen, Vittersø and DahlはSDロジックを観光研究へ応用し，分析を行った。観光研究における本

研究の意義として大きく二点挙げられる。一つ目は，「オペラント資源の意義の提示」である。本研究では，これま

での研究で示されていなかったオペラント資源(関わり，時間，労力)と訪問客自身の幸福の関係性が明らかになっ

た。観光はそもそも前述したとおり，「訪問客」と「移動」が前提となっており，訪問客が地域を訪れる，もしくは

訪問客に来てもらいたいという「顧客参加」がない限り観光現象が表出しないと考えられる。このように，サービ

ス・マネジメント，マーケティング分野で扱われる価値共創の議論を観光研究に援用した本研究は，経験価値を高

めるための「顧客参加」の重要性を示したことと同時に，今後の観光現研究へ，測定可能であるホリスティックな

フレームワーク構築の可能性を示唆した。 

Prebensen, Vittersø and Dahlのもう一つの意義は，観光研究への「過程品質の示唆」である。デスティネーシ

ョンで提供される経験には，顧客がサービスに対して望む「必要条件水準(Adequate Level)」と「希望水準(Desired 

Level)」が存在するが(Parasuraman, Berry and Zeithaml, 1991)，結果品質(Output Quality)は必要条件水準が高

いため標準なサービスでは満足を得ることは難しい。一方，過程品質(Process Quality)の場合，必要条件水準，希

望水準ともに顧客からの期待度が過程品質と低いため，過程品質の方が訪問客への顧客満足を訴求しやすい10。 

Prebensen, Vittersø and Dahlは，観光における「自然」は重要であるが，経験に必ずしも影響を与えるとは言

えないと指摘している(Prebensen, Vittersø and Dahl, 2013, pp.254-255)。つまり，自然は訪問客にとって当然の

ことであるために，経験に影響しないが，もし自然に失望したら，訪問客の経験はネガティブに作用する可能性が

ある。そのため，Prebensen, Vittersø and Dahlの研究は，「自然」といった結果品質のみでは訪問客の満足を獲得

することができないデスティネーションにおいて，過程品質，顧客参加，経験，これらの関係性を関連付ける一つ

の方向性を示した。 

 

Ⅴ．観光研究における価値共創視座の導入可能性 

前章まで，デスティネーションの品質管理や顧客満足の要因，並びに観光を通じた経験価値のメカニズムを解明

するために必要な理論の整理を行った。地域主導型，若しくは包括的なアプローチが行われているデスティネーシ

                                                 
10 「結果品質(Output Quality)」とは，サービス組織や提供者とのインタラクションで顧客が得る品質であり，サービス提供者と買い

手とのインタラクションが終了したときに，顧客に残された「もの(What)」であり，Grönroosはそのようなサービスを「技術的品

質」と呼んでいる。しかし，顧客は「サービスの探索，サービスの知覚，サービスへの評価」というサービスを受ける一連の活動の中

で，サービス提供者との様々なインタラクションが存在しているため，サービスの全体的な品質の中には「結果品質」という側面と同

時に，「どのようにサービスが提供されたのか(HOW)」という「過程品質(Process Quality)」の側面が存在している。Grönrooはその

ようなサービスを受けるデリバリー・プロセスにかかわる品質を「機能的品質」と述べている(Grönroos, 2007, p.73)。 
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ョン研究を概観し，当分野における「顧客視点」の不足を指摘した。そして，顧客の視点から行われている「品質

や顧客満足の研究」，顧客視点で行われている「顧客参加」のフレームワーク，これらの概要と限界について述べた。

さらに，近年注目されているSDロジックに依拠した「価値共創」のフレームワークについて概観し，その貢献と

課題について指摘した。 

ここで，これまで考察してきた観光研究における顧客視点の研究を再考し，デスティネーションへの「価値共創」

の適用可能性について考察したい。デスティネーション内で価値共創を実現する上で重要となる点として，「ホリス

ティックな視点」，並びに「顧客参加促進の視点」，これら二点が存在する。まず始めに，「ホリスティックな視点」

についてであるが，デスティネーションを考察する上で，様々な分析視座の導入が必要となる。例えば，サービス

は，その特性上，パフォーマンスであり，サービスは有形の製品と同じように見たり，感じたり，味わったり，触

ったりすることができないという理由から，無形性が重要視されている。他方で，デスティネーションの場合，そ

こまで来るアクセス方法，観光施設，宿泊施設，地域の文化的背景，環境等，様々な要因が関わっており，モノ製

品やサービスと比較しても複雑である。デスティネーション研究において，地域の競争力の決定要因を探ることが

大きな研究課題となっているが，上記の複雑さという理由のため，ホテルやアトラクション・サービスのみでは，

地域の競争力に繋がる決定要因を測ることはできない。 

ただし，前述した「デスティネーション・システム」「デスティネーション競争力の概念モデル」等の包括的なア

プローチでデスティネーションを測定することには限界がある。何故なら，デスティネーションは前述した通り，

観光サービス提供者とのインタラクション，訪問客が旅行を目的として利用する施設，アトラクション，自然環境

のみならず, 住民のホスピタリティや地域の観光に対する配慮等が関連している。例えば，いくら観光サービス提

供者のサービス品質が安定的に供給され，自然や歴史等で訪問客を魅了していたとしても，住民のホスピタリティ

やデスティネーション自体の安全性が担保されていなければ，訪問客はデスティネーションに対して満足すること

ができない。このように，デスティネーションを考察する上で，「地域の視点」「顧客の視点」，双方の視点から当該

地域での経験価値を捉えることが不可欠である。 

デスティネーション内で提供されるサービスを考察する上でもう一つ重要となる点として，「顧客参加促進の視

点」が挙げられる。サービス提供の場におけるエンカウンターの重要性は，訪問客がリピート化しているデスティ

ネーションにおいて，より顕著である。例えば，日本への外国人訪問客に関して。観光庁が実施している『訪日外

国人消費動向調査(2014 年[暦年])』によると，日本来訪のリピート率は 62.4%であり，特に韓国からの訪問客は

71.9%，台湾は 76.7%，香港は 82.2%が日本に 2回以上訪れたことがあるリピート客である11ように，日本への外

国人訪問客のリピート客が増大している。このようなリピート客の割合が大きいデスティネーションでは，レジャ

ー・観光産業や自然・文化等の結果品質が満足できる水準にある場合，過程品質は顧客満足の形成において結果品

質よりも重要な役割を果たすと言われている(e.g. Swan and Combs, 1976; Grönroos, 1984; 嶋口, 1994)。 

ただし，前述した知覚品質，並びに訪問客満足のアプローチには，訪問客が観光サービス提供者とともに価値を

創り出す「価値共創」の視点が不足している。さらに，顧客自身が，価値を積極的に創り出すことにより，より顧

客満足に繋がるということが先行研究から導き出されたと前述したが，知覚品質，並びに訪問客満足のアプローチ

には，価値生産への「顧客参加促進」と「満足度」との関連性の視点が不足している。そのため，今後価格競争の

                                                 
11 海外からの来訪経験について，中国からの訪問客に関しても，『訪日外国人消費動向調査』が開始された2010年のリピート率は

38.5%であったが，2014年になると44.2%と割合が増加した。 
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脅威にさらされるデスティネーションにおいて，「サービス提供過程前，エンカウンターの場，並びにサービス提供

後」，これらデスティネーションでの価値提供全体のプロセス，並びに顧客の経験価値への参加促進をいかに管理す

るかが観光地における経験価値の大きな課題である。 

ここまで，サービス・マネジメント，マーケティングに立脚した価値共創における既存研究の整理とこれらの貢

献と課題について概観することにより，観光学におけるデスティネーションでの価値共創への問題提起を行った。

観光学におけるデスティネーションの価値共創のフレームワークを構築し，価値共創を円滑に行う上でのマネジメ

ントの方法，並びに測定を行う上で，包括的な視点が不可欠であると考えられる。その際，Prebensen, Vittersø and 

Dahlが援用した「SDロジック」はデスティネーションにおける価値共創を考慮した際に，どのように経験が提供

されたのかという「プロセス」，観光・サービス提供者と顧客がどのように価値を形成したのかという「価値共創」，

そして顧客が価値生産に参加することにより，どのように満足したのかという「知覚品質，並びに顧客満足」，これ

らが配慮された包括的なフレームワークであると言えよう。 

しかし，Prebensen, Vittersø and Dahlが援用した「SDロジック」においても，デスティネーションでの価値提

供全体のプロセス，並びに顧客の経験価値への参加促進をいかに管理し，デスティネーションの品質や満足度を分

析するには限界がある。前述した通り，Prebensen, Vittersø and Dahlの調査では，パーソナル・サービス，周囲

の自然環境，他の訪問客といった三つの価値に，訪問客の資源(関わり[Involvement]，時間[Time]，労力[Effort])を

追加し，分析することにより，訪問客の資源と価値共創，並びに生産された価値に大きく影響していると言及した。

しかし，デスティネーションに価値共創のフレームワークを導入する上で，「ホリスティックな視点」が不可欠であ

るが，Prebensen, Vittersø and Dahlの研究には「ホスト・コミュニティ」の視点が不足している。訪問客受入に

より，地域住民が肯定的な「社会的インパクト」を得ることができれば，地域住民は，訪問客が満足してもらえる

ように地域に受け入れる。そして，訪問客が満足することにより，デスティネーションで消費したり，訪問後に口

コミ等によって地域をアピールしたりする「経済的インパクト」をもたらす。このように，当該地域への訪問客の

受け入れは，経済的，社会的，環境的インパクトをもたらすと指摘されているが(Telfer and Sharpley, 2008)，訪問

客，地域住民，双方が経済的・社会的インパクトをもたらすことができれば，デスティネーションに「正の循環」

が達成されると考えられる。そのため，デスティネーションにおける価値共創を適用させる上で，訪問客，地域住

民，双方の分析視座からどのようにデスティネーションでの価値生産に関わっているのかという「相乗効果」を考

察し，分析することにより，地域が抱える課題解決の示唆が可能であると言えよう。 

 

Ⅵ．おわりに 

本研究では，デスティネーションの品質管理や顧客満足の要因，並びに観光を通じた経験価値のメカニズムを解

明するために必要な理論の整理を行った。具体的にはサービス・マネジメント，マーケティング分野のみならず，

観光産業やデスティネーションで行われている「品質や顧客満足の研究」，顧客視点で行われている「顧客参加」の

フレームワーク，顧客の資源に注目したSDロジックに依拠した「価値共創」，これら既存研究の整理を行った。そ

して，これらの考察を通じて，デスティネーション・マネジメントへSDロジックを適用することにより価値共創

の可能性を示した。しかし，現状のロジックでは，「ホスト・コミュニティ」の視点の不足により，デスティネーシ

ョンへ援用する際に限界がある。そのため，SDロジックに地域住民の視点を加味することにより，より包括的で，

地域住民・訪問客，双方から分析可能なフレームワークをデスティネーション・マネジメントに提示することがで

きよう。 
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近年の航空機や鉄道，高速道路等交通インフラの発展に伴い，デスティネーションへのアクセスが国内外ともに

容易になりつつあること，さらに，デスティネーションへの交流人口の増加をきっかけに，自治体の中には，デス

ティネーション開発に力点を置き，訪問客の獲得を目指すところも出てくるであろう。今後，多くのデスティネー

ションが価格競争の脅威にさらされることが予想される中で，訪問客満足の要因となる観光サービス提供のプロセ

スを訪問客の視点で管理することと同時に，訪問客の価値生産への参加と満足度との関係性を明らかにすることが

今後重要になると考えられる。しかし，これまでのデスティネーションにおける価値共創の研究に関して，海外で

は活発に当領域の研究が行われているが，特に日本国内ではほとんど海外の研究が紹介されていないという課題が

存在する。その上で，本研究が，観光学，及びサービス・マーケティング研究におけるそれぞれの貢献，及び課題

を明らかにし，地域住民の視点を加味したデスティネーションにおける価値共創フレームワーク構築の可能性を示

した点は本研究の一つの貢献であると考える。 

 本研究では，観光学，及びサービス・マーケティングの立場のデスティネーション研究を取り上げ，それぞれの

貢献，及び課題を明らかにすることができた。しかし，今回の研究では，実際のデスティネーションが抱えている

多様なニーズへの対応や地域における価値共創の重要性という点に関して実証的に明らかになっていない。さらに，

本研究ではサービスや経験に関する国家・地域間の相違点が捨象されていたが，今後，デスティネーションの価値

共創の次元においても国家・地域対象別に実証研究を行うことにより，デスティネーション・マネジメント研究を

精緻化していくことが必要であろう。 
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 ２）誤字、脱字がないかどうか 

３）他の文献等からの無断引用、剽窃、出典の不記
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１．原稿の構成と書式 

 投稿する原稿の執筆に当たっては、原則として

Microsoft Word（97より新しいバージョン）を用いて

作成すること。 
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考文献・図表・要旨で構成する。各構成要素の書式は

以下のとおりである。 

（１）表紙：表題・著者名・所属（原則1つ。ただし

編集委員会が認めた場合はこの限りでない）・キーワー

ド（5つ以内。ただし論文、論説、研究ノートに限る）

を日本語と英語で記載する。書評については、キーワ

ードのかわりに対象論文、書籍の書誌情報を原著の言

語で記載すること。また、投稿原稿の種別についても

明記すること。 

（２）本文：日本語の場合、横書きで 1 頁あたり 40

行×40字で作成する。外国語の場合はこれに準じた分

量で印刷すること。 

（３）注：番号順に掲載し、本文中の該当箇所に番号

を付すこと。使用しない場合は省略することができる。 

（４）参考文献：書籍の場合は「著者名・書名・出版

社名・発行年」、論文の場合は「著者名・論文名・雑誌

名・巻号・頁・発行年」に関する情報を必ず記載し、

アルファベット順に並べて掲載すること。ただし、文

献の挙示は著者の採用する方式に準拠するものとする。

使用しない場合は省略することができる。 

（５）図表：本文中に出てくる順に、注とは別に番号

を付与し、本文中の該当箇所にあらかじめ表示するか、

該当箇所を指示すること。ただし、図と表の両方を使

用する場合は、それぞれで番号を別に付与すること。

使用しない場合は省略することができる。 

（６）要旨：日本語の場合は400字以内、英語の場合

はこれに準じた分量とする。なお、論文・論説に限り

日本語と英語の両方の要旨を記載するものとする。ま

た、英語での論文・論説については投稿者の了承を得

て、編集委員会にて邦訳する。 

 

２．原稿の分量 

 刷り上がり頁数で、12頁を上限頁とする。この長さ

を超えるものでも、編集委員会が必要と認めた場合は、

掲載することがある。 
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［通信欄］ 

 

今般、一般財団法人京都大学名誉教授森下正

明研究記念財団の紀要『森下財団紀要』を発行

することができました。これは、財団代表理事

である丸山政行氏の学問に対する強い思い入れ

により実現できたものです。森下正明氏は、生

態学者でありましたが、本紀要は、代表理事の

研究対象である観光学を中心として研究成果が

寄せられています。今般、発行することができ

ましたのは、ひとえにご投稿いただいた執筆者

の皆さまの研究への志あってのことです。厚く

御礼申し上げます。また、大島知典氏には、労

を厭わず編集委員、編集局として本紀要の完成

に尽力いただきましたこと、深く感謝いたしま

す。 

本財団は、今回、Preface を寄稿いただいた

蘇哲仁教授の主宰する Euro-Asia Tourism 

Studies Association （ETASA）や旅行ビジネ

ス研究学会と緊密な関係にあり、これらの学会

から得られた成果も本紀要に掲載していく所存

です。次号以降も、皆さまの積極的な投稿を期

待しております。（編集委員長 廣岡裕一） 
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